
        
 

 

 

 
                                                                                                                            ６ 

 
 

 
平成 31事業年度に係る業務の実績及び第３期中期目標期間（平成 28

～31事業年度）に係る業務の実績に関する報告書 
 
 

令和２年７月 

 

                                               

 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                                                                         

  



旭川医科大学 

- 1 - 

 

○ 大学の概要  

 
  
 
(1) 現況 
① 大学名 
      国立大学法人旭川医科大学 
 
 
② 所在地 

 北海道旭川市 
 
 
③ 役員の状況 

  学長 吉田 晃敏（平成 19 年７月１日～令和５年６月 30 日） 
理事 ４人（常勤３人，非常勤１人） 
監事 ２人（常勤１人，非常勤１人） 
 

 
④ 学部等の構成 

  学 部 医学部 
研究科 医学系研究科 
 

 
⑤ 学生数及び教職員数（令和元年５月１日現在） 

学部学生数   976人（うち留学生 ０人） 
大学院学生数  125人（うち留学生 ２人） 
教員数     367人 
職員数    1,097人 

 
 
 
(2) 大学の基本的な目標等 

 
(中期目標・前文) 

旭川医科大学は，地域医療を担う人材育成という大学設置の原点を
踏まえ，更なる教育・研究・医療等の発展，意欲ある医療人の育成，社
会貢献等を果たすため，以下の基本的な目標を定める。 

 

 

  

 
（基本的な目標） 
  １．豊かな人間性と基礎的・汎用的能力を育む教育を通じ，主体性を

持ち国際的にも通用する医療人を養成する。 
併せて，グローバルな視点に立った研究力と高い実践能力を有す

る高度専門医療人を養成する。 
２．国際水準の研究や独創性ある研究を積極的に支援するとともに，
基礎研究の成果を臨床応用・実用化につなげる一貫した支援体制を
構築し，イノベーション創出のための研究環境整備を推進する。 

３．地域社会の課題解決に向けて他大学・研究所・企業・行政機関な
どとの連携強化を図るとともに，産学官連携による共同研究等を推
進し，研究成果の社会還元を図る。 

４．国際社会で活躍できる人材の養成や外国人研修生等の受入れを強
化し，教育・研究の国際化を推進するとともに，国外への情報発信
を促進する。 

５．高度急性期医療と先進医療の両立を図り，多職種協働による質の
高い医療を提供する体制を構築するとともに，医療機能連携の強化
及び高度な臨床研究の推進により優れた医療人を育成する。 

６．学長のリーダーシップの下で，学内資源の再配分や大学ガバナン
ス体制の点検・見直しを戦略的に進め，安定した財務基盤を構築す
る。 

 
 
 
 
(3) 大学の機構図 

   ２ページから７ページ参照 
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大学の機構図(平成27年度）

・

・ 別記６

中央診療施設等（２２施設）
・

・

病院長

・ 副病院長
　・事故防止・安全問題担当
　・病院運営担当

・

　

 病院長補佐　

・ 　・医療連携担当
　・先進医療担当

　 　・国際連携担当

・ 　・外来担当
　・経営改善担当

　

 

（5頁参照）

施設課

国立大学法人旭川医科大学 旭川医科大学

別記１
入試・連携教養教
育担当

寄附講座

  ※　青書き：令和元年度に変更となっている組織

基礎医学講座（９講座） 学科目（１１学科目）

看護学講座

機能強化・評価担
当

臨床医学講座 (別記２）

別記４

副学長 医学部 医学科 基礎医学講座 (別記１）

手術部

(別記３）

教育・研究・情報
担当

看護学科

生理学講座 心理学
医療・地域医療担
当

解剖学講座 歴史・哲学 臨床検査・輸血部

放射線部

薬理学講座 数学 材料部

病理学講座 数理情報科学 病理部

一般教育 学科目 (別記４）

微生物学講座 物理学 集中治療部

生化学講座 社会学

病院 診療科等 (別記５）

寄生虫学講座 生物学

健康科学講座 化学

別記２

学長補佐
中央診療施設等 (別記６）

法医学講座

大学基金担当

　・事故防止・安全問題・患者
　　サービス・ボランティア担当

機能強化担当

医療安全管理部

ドイツ語 卒後臨床研修センター

感染制御部

看護部

英語

救命救急センター

経営企画部

生命科学

第一内科

国際交流・地域連
携・産学連携担当

メンタルヘルス担
当

遠隔医療センター

地域医療連携室

薬剤部

リハビリテーション部

臨床研究支援センター

図書館

遺伝子診療ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ室

臨床医学講座（１８講座） 診療科等（２５診療科等）

点滴センター

診療技術部

内科学講座 臨床工学室

別記５

地域医療総合センター

看護学専攻

外科学講座 精神科神経科

学長
大学院 医学系研究科 博士課程 医学専攻

精神医学講座
理事

入学センター

皮膚科学講座 第一外科

教育センター

第二内科

小児科学講座 第三内科

栄養管理部

腎泌尿器外科学講座 第二外科

透析センター

入退院センター

眼科学講座 整形外科

整形外科学講座 小児科
教育研究評議会

教授会
脳機能医工学研究センター 動物実験施設

耳鼻咽喉科・頭頸部外科学講座 皮膚科

知的財産センター

教育研究推進センター

麻酔・蘇生学講座 耳鼻咽喉科

実験実習機器センター

放射性同位元素研究施設

泌尿器科情報基盤センター

学内共同利用施設 臨床シミュレーションセンター

歯科口腔外科学講座

病理診断科

地域医療教育学講座 歯科口腔外科

研究支援課

放射線医学講座 眼科

企画広報評価課

周産母子センター

消化管再生修復医学講座

光学医療診療部別記３

リハビリテーション科

臨床検査医学講座 放射線科

麻酔科蘇生科

救急医学講座 脳神経外科

産婦人科学講座

経営企画課
寄附講座（７講座）

救急科

呼吸器センター

緩和ケア診療部

乳腺疾患センター

眼組織再生医学講座

腫瘍センター

地域がん診療連携講座

医工連携総研講座

人工関節講座

臨床消化器・肝臓学診療連携講座

入試課
心血管再生・先端医療開発講座

学生支援課

循環呼吸医療再生フロンティア講座

監査室

 教務部 図書館情報課

経営協議会

医療支援課

事務局 病院事務部

学長政策推進室

復職・子育て・介護支援セン
ター

 総務部

修士課程

会計課

総務課

保健管理センター

  ※　朱書き：令和元年度に廃止となっている組織

学長選考会議

役員会

総合診療部

監事

脳神経外科学講座 産科婦人科

大学運営会議
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大学の機構図（平成30年度）

　

　

　

　

　
病院長
副病院長

　 　・事故防止・安全問題担当
　・臨床倫理担当　

 
　 　

病院長補佐　

　 　・国際連携担当

　 　・外来担当
　・コ・メディカル,地域連携担当

　

 

（３頁参照）

医療安全・病院機能強化
担当

教育担当

研究・情報担当

（５頁参照）

学長政策推進室 図書館情報課

教授会
企画広報評価課

共同研究講座（２講座）

監査室 入試課 遠隔医療･介護共同研究講座

消化器先端医学講座

緩和ケア診療部

 教務部 学生支援課

乳腺疾患センター

別記４

事務局 病院事務部 経営企画課 頭頸部癌先端的診断・治療学講座

腫瘍センター

地域医療支援および専門医育成推進講座

呼吸器センター

医療支援課
移植医工学治療開発講座

会計課 人工関節講座

リハビリテーション科

医工連携総研講座

病理診断科

施設課
心血管再生・先端医療開発講座

光学医療診療部

別記３

脳神経外科

寄附講座（７講座）

歯科口腔外科

 総務部 研究支援課
眼組織再生医学講座

救急科

地域がん診療連携講座

産科婦人科

学内共同利用施設

放射線科

復職・子育て・介護支援セン
ター

総務課
麻酔科蘇生科

看護職キャリア支援センター 情報基盤センター 救急医学講座

眼科

地域医療教育学講座

耳鼻咽喉科

保健管理センター 臨床シミュレーションセンター

臨床検査医学講座

皮膚科

ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰｼｮﾅﾙ･ﾘｻｰﾁ室
歯科口腔外科学講座

泌尿器科

監事
麻酔・蘇生学講座

外科(血管・呼吸・腫瘍，心臓大血管，肝胆膵・移植，消
化管)

高難度医療管理センター

教育研究推進センター 技術支援部 放射性同位元素技術支援部門 脳神経外科学講座

整形外科

小児科 超音波画像診断センター

放射線医学講座 専門医育成･管理センター
国際医療人育成枠担当 知的財産センター 知的財産支援部 実験実習機器技術支援部門

教育センター
大学基金担当 耳鼻咽喉科・頭頸部外科学講座 精神科神経科 透析センター

インスティテューショナル･
リサーチ担当

脳機能医工学研究センター 教育研究支援部 動物実験技術支援部門 産婦人科学講座

国際交流・地域連携・産
学連携担当 入学センター 腎泌尿器外科学講座 第二内科 栄養管理部

教育研究評議会

メンタルヘルス担当 眼科学講座 第三内科 入退院センター

修士課程 看護学専攻
整形外科学講座 診療科等（２４診療科等） 肝疾患相談支援室

機能強化担当 図書館
皮膚科学講座 第一内科 外来化学療法センター

医学系研究科 博士課程 医学専攻 小児科学講座 臨床工学室

理事
学長補佐 外科学講座 別記６ 遺伝子診療ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ室

看護部 臨床医学講座（１８講座） 地域医療総合センター

内科学講座 リハビリテーション部

学長
診療技術部

精神医学講座 地域医療連携室

大学院

経営協議会 感染制御部 ドイツ語 卒後臨床研修センター

遠隔医療センター
薬剤部

別記２ 臨床研究支援センター
　・国際医療支援センター
　　手術部計画担当

役員会

法医学講座 生命科学 周産母子センター
医療安全管理部

　・事故防止・安全問題・患者
　　サービス・ボランティア担当

先端医科学講座 英語 経営企画部

医療・地域医療担当 中央診療施設等 (別記７） 寄生虫学講座 生物学 総合診療部

微生物学講座 物理学 救命救急センター

学長選考会議
病院 診療科等 (別記６）

社会医学講座 化学 集中治療部

一般教育 学科目 (別記５） 病理学講座 数理情報科学 病理部

入試担当

生化学講座 社会学 放射線部
看護学科 看護学講座

薬理学講座 数学 材料部

(別記３）
解剖学講座 歴史・哲学 臨床検査・輸血部

共同研究講座 (別記４） 生理学講座 心理学 手術部

臨床医学講座 (別記２） 別記１ 別記５ 別記７

東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ･
評価・病院機能強化担当 基礎医学講座（１０講座） 学科目（１１学科目） 中央診療施設等（２６施設）

寄附講座

　※　朱書き：令和元年度に廃止となっている組織

国立大学法人旭川医科大学 旭川医科大学   ※　青書き：令和元年度に変更となっている組織

副学長 医学部 医学科 基礎医学講座 (別記１）

大学運営会議
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大学の機構図（令和元年度）

　

　

　

　

　
病院長
副病院長

　 　・事故防止、安全問題、国際
　・外来担当　

 
　 　

病院長補佐　

　 　・病院機能評価担当

　 　・救急医療担当
　・コ・メディカル,担当
　・臨床倫理担当

　

 

（３頁参照）

(別記１）

学内共同利用施設

外科(血管・呼吸・腫瘍，心臓大血管，肝胆
膵・移植，消化管)

臨床医学講座 (別記２） 別記１ 別記５

共同研究講座 (別記４） 生理学講座

別記７東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯ
ｸ、評価、病院機能強化
担当 基礎医学講座（１０講座） 学科目（１１学科目） 中央診療施設等（２８施設）

寄附講座 (別記３）
解剖学講座 歴史・哲学 臨床検査・輸血部

心理学 手術部

入試担当

生化学講座 社会学 放射線部
看護学科 看護学講座

薬理学講座 数学 材料部

一般教育 学科目 (別記５） 病理学講座 数理情報科学 病理部

微生物学講座 物理学 救命救急センター

学長選考会議
病院 診療科等 (別記６）

社会医学講座 化学 集中治療部

中央診療施設等 (別記７） 寄生虫学講座 生物学 総合診療部

法医学講座 生命科学 周産母子センター
医療安全管理部

　・事故防止、安全問題、患者
　　サービス、ボランティア担当

先端医科学講座 英語 経営企画部

経営協議会 感染制御部 ドイツ語 卒後臨床研修センター

遠隔医療センター
薬剤部

別記２ 臨床研究支援センター

役員会 看護部 臨床医学講座（１８講座） 地域医療総合センター

内科学講座 リハビリテーション部

学長
診療技術部

精神医学講座 地域医療連携室

大学院 医学系研究科 博士課程 医学専攻 小児科学講座 臨床工学室

理事
学長補佐 外科学講座 別記６ 遺伝子診療ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ室

修士課程 看護学専攻
整形外科学講座 診療科等（２４診療科等） 肝疾患相談支援室

機能強化担当 図書館
皮膚科学講座 第一内科 外来化学療法センター

国際交流、地域・産学連
携担当 入学センター 腎泌尿器外科学講座 第二内科 がん遺伝子診療部

栄養管理部
教育センター

大学基金担当 耳鼻咽喉科・頭頸部外科学講座 精神科神経科 入退院センター

動物実験技術支援部門 産婦人科学講座 小児科

教育研究評議会

メンタルヘルス担当 眼科学講座 第三内科

透析センター

放射線医学講座 超音波画像診断センター
国際医療人育成枠担当 知的財産センター 知的財産支援部 実験実習機器技術支援部門

インスティテューショナル･
リサーチ担当

先進医工学研究センター 教育研究支援部

監事
麻酔・蘇生学講座 国際医療支援センター

教育研究推進センター 技術支援部 放射性同位元素技術支援部門 脳神経外科学講座

整形外科

専門医育成･管理センター

臨床検査医学講座

皮膚科

ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰｼｮﾅﾙ･ﾘｻｰﾁ室
歯科口腔外科学講座

泌尿器科

看護職キャリア支援センター

放射線科

情報基盤センター

救急医学講座

眼科

地域医療教育学講座

耳鼻咽喉科

麻酔科蘇生科

寄附講座（８講座）

脳神経外科

医育統合センター

臨床シミュレーションセンター

総務課 地域がん診療連携講座

産科婦人科

歯科口腔外科

 総務部 研究支援課
眼組織再生医学講座 救急科

復職・子育て・介護支援セン
ター

別記３

企画評価課

人事課

人工関節講座 リハビリテーション科

医工連携総研講座 病理診断科

施設課
心血管再生・先端医療開発講座 光学医療診療部

（６頁参照）
頭頸部癌先端的診断・治療学講座 腫瘍センター

地域医療支援および専門医育成推進講座 呼吸器センター

医療支援課
移植医工学治療開発講座 緩和ケア診療部

 教務部 学生支援課

乳腺疾患センター

別記４

糖尿病・生活習慣病予防治療学講座

共同研究講座（２講座）

監査室 入試課 遠隔医療･介護共同研究講座

消化器先端医学講座

学長政策推進室 図書館情報課

事務局 病院事務部 経営企画課

基礎医学講座

医療安全、手術部強化担
当

教育、研究担当

医療・地域医療担当

教授会

会計課

保健管理センター

　※　緑書き：平成27年度から変更になっている組織（H30には変更済み）

  ※　朱書き：平成27年度から追加となっている組織（H30には追加済み）

高難度医療管理センター

　※　紫書き：令和元年度に追加された組織

国立大学法人旭川医科大学 旭川医科大学 　 ※　青書き：令和元年度に変更された組織

副学長 医学部 医学科

大学運営会議



旭川医科大学 

- 5 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                        

平成27年度事務等組織 平成30年度事務等組織

学 長 政 策 推 進 室 室 長 補 佐 政 策 推 進 係 政 策 推 進 係 室 長 補 佐 学 長 政 策 推 進 室

監 査 室 室 長 補 佐 監 査 係 監 査 係 室 長 補 佐 監 査 室

総 務 係 総 務 係

文 書 法 規 係 文 書 法 規 係

課 長 補 佐 臨 床 研 修 係 臨 床 研 修 係

総 務 課

課 長 補 佐

一 般 教 育 事 務 係 一 般 教 育 事 務 係

基 金 事 務 係 基 金 事 務 係

人 事 第 一 係 人 事 第 一 係

課 長 補 佐 人 事 第 二 係 人 事 第 二 係 課 長 補 佐

労 務 管 理 係 労 務 管 理 係

企 画 係 企 画 係

企画広報評価課 調 査 広 報 係 調 査 広 報 係

給 与 共 済 係

企画広報評価課

点 検 評 価 係 点 検 評 価 係

総

務

部

社 会 連 携 係

会 計 総 務 係 会 計 総 務 係
課 長 補 佐

総

務

部

研 究 企 画 係 研 究 企 画 係

研 究 支 援 課 課 長 補 佐 研 究 協 力 係 研 究 協 力 係 課 長 補 佐 研 究 支 援 課

社 会 連 携 係

課 長 補 佐
財 務 企 画 係 財 務 企 画 係

（ 財 務 担 当 ） （ 財 務 担 当 ）
財 務 決 算 係 財 務 決 算 係

経 理 係 経 理 係

課 長 補 佐 出 納 係 出 納 係 課 長 補 佐
会 計 課 会 計 課

（ 経 理 担 当 ） 調 達 係 調 達 係 （ 経 理 担 当 ）

（ 契 約 室 ）
医 療 物 品 係 医 療 材 料 係

事 務 情 報 係

検 収 セ ン タ ー 検 収 セ ン タ ー

契 約 第 一 係 契 約 第 一 係

施 設 企 画 係
課 長 補 佐 課 長 補 佐

施 設 マ ネ ジ メ ン ト 係

施 設 マ ネ ジ メ ン ト 係

課 長 補 佐 課 長 補 佐
契 約 第 二 係 契 約 第 二 係

（ 契 約 室 ）

施 設 課 施 設 課

施 設 企 画 係

建 築 整 備 係

建 築 整 備 係

機 械 整 備 係 課 長 補 佐省 エ ネ ル ギ ー 推 進 係

機 械 整 備 係

電 気 整 備 係

電 気 整 備 係

課 長 補 佐

課 長 補 佐 病 院 法 務 係

経 営 企 画 課 経 営 管 理 係 経 営 管 理 係 経 営 企 画 課

医 療 支 援 課

病

院

事

務

部
課 長 補 佐 社 会 福 祉 係 社 会 福 祉 係 課 長 補 佐

医 療 支 援 課

課 長 補 佐

医 療 支 援 係 医 療 支 援 係

地 域 連 携 係 地 域 連 携 係

病

院

事

務

部
医 療 安 全 係 医 療 安 全 係

診 療 情 報 管 理 係

看 護 学 科 事 務 係

入 院 支 援 係

医 療 情 報 係 医 療 情 報 係

課 長 補 佐
外 来 係

教

務

部

課 長 補 佐 教 務 係 教 務 係 課 長 補 佐

学 生 総 務 係 学 生 総 務 係
課 長 補 佐 課 長 補 佐

看 護 学 科 事 務 係

図 書 館 情 報 課

学 生 支 援 課
教 育 企 画 係 教 育 企 画 係 学 生 支 援 課

教

務

部

図 書 館 総 務 係

図 書 館 情 報 課

情 報 サ ー ビ ス 係 情 報 サ ー ビ ス 係

入 試 課 課 長 補 佐 入 学 試 験 係 入 学 試 験 係 課 長 補 佐 入 試 課

情 報 管 理 係

　※　朱書き：変更箇所

診 療 情 報 管 理 係

機 能 強 化 推 進 係

情 報 企 画 係

医 薬 品 係

大 学 院 ・ 留 学 生 係 大 学 院 ・ 留 学 生 係

図 書 館 総 務 係

課 長 補 佐

課 長 補 佐

包 括 医 療 管 理 係

専門職員（情報企画担当）

課 長 補 佐

課 長 補 佐課 長 補 佐 情 報 管 理 係

専門職員（経営戦略担当）

収 納 係 収 納 係

総 務 課

入 院 係 診 療 報 酬 係
課 長 補 佐

病 院 庶 務 係 病 院 庶 務 係
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情 報 サ ー ビ ス 係

課 長 補 佐 入 学 試 験 係

　※　朱書き：変更箇所

入 試 課

医 療 支 援 課

課 長 補 佐

課 長 補 佐

学 生 支 援 課

教

務

部

課 長 補 佐

図 書 館 情 報 課 課 長 補 佐

病 院 法 務 係

経 営 企 画 課 経 営 管 理 係

看 護 学 科 事 務 係

情 報 管 理 係

図 書 館 総 務 係

（ 契 約 室 ）

事 務 情 報 係

病

院

事

務

部

医 療 情 報 係

医 療 支 援 係

地 域 連 携 係

社 会 福 祉 係

課 長 補 佐

会 計 課
（ 経 理 担 当 ） 調 達 係

企画広報評価課 課 長 補 佐

施 設 課

会 計 総 務 係
課 長 補 佐

財 務 企 画 係
（ 財 務 担 当 ）

課 長 補 佐

総 務 係

課 長 補 佐

総

務

部

研 究 企 画 係

研 究 支 援 課 課 長 補 佐 研 究 協 力 係

調 査 広 報 係

点 検 評 価 係

財 務 決 算 係

総 務 課

入 試 課課 長 補 佐入 学 試 験 係

課 長 補 佐

課 長 補 佐

企 画 評 価 課

研 究 支 援 課

会 計 課

人 事 課

専門職員（経営戦略担当）

情 報 企 画 係

収 納 係

学 生 総 務 係

看 護 学 科 事 務 係

診 療 報 酬 係

情 報 管 理 係

経 営 企 画 課

医 療 支 援 課

学 生 支 援 課

室 長 補 佐

機 能 強 化 推 進 係

人 事 第 一 係

人 事 第 二 係

労 務 管 理 係
課 長 補 佐

総 務 課

課 長 補 佐

病 院 庶 務 係

専門職員（安全衛生担当）

給 与 共 済 係

入 院 支 援 係

機 械 整 備 係

電 気 整 備 係

課 長 補 佐

包 括 医 療 管 理 係

専 門 職 員 （ 評 価 担 当 ）

診 療 情 報 管 理 係

施 設 マ ネ ジ メ ン ト 係

大 学 院 ・ 留 学 生 係

図 書 館 総 務 係

教 育 企 画 係

課 長 補 佐

経 営 管 理 係

医 療 情 報 係

教 育 企 画 係

技術専門職員（情報企画担当）

情 報 サ ー ビ ス 係

教

務

部

課 長 補 佐教 務 係

図 書 館 情 報 課

技術専門職員（情報企画担当）

診 療 情 報 管 理 係

課 長 補 佐

教 務 係

大 学 院 ・ 留 学 生 係

学 生 総 務 係

医 療 安 全 係

入 院 係

医 療 支 援 係

外 来 係

地 域 連 携 係

収 納 係

病

院

事

務

部
医 療 安 全 係

課 長 補 佐社 会 福 祉 係

施 設 マ ネ ジ メ ン ト 係

建 築 整 備 係

課 長 補 佐

課 長 補 佐
施 設 企 画 係

課 長 補 佐

電 気 整 備 係

病 院 庶 務 係

施 設 課

課 長 補 佐
省 エ ネ ル ギ ー 推 進 係

機 械 整 備 係

医 療 材 料 係

検 収 セ ン タ ー

施 設 企 画 係

建 築 整 備 係

契 約 第 一 係

契 約 第 二 係

医 療 物 品 係

医 薬 品 係

課 長 補 佐

（ 経 理 担 当 ）調 達 係

出 納 係課 長 補 佐 課 長 補 佐出 納 係

課 長 補 佐
契 約 第 二 係

（ 契 約 室 ）

会 計 総 務 係

財 務 企 画 係

検 収 セ ン タ ー

（ 財 務 担 当 ）
財 務 決 算 係

契 約 第 一 係

社 会 連 携 係

人 事 第 二 係

総

務

部

研 究 企 画 係

課 長 補 佐研 究 協 力 係

経 理 係

課 長 補 佐

社 会 連 携 係

労 務 管 理 係

課 長 補 佐

点 検 評 価 係

企 画 係企 画 係

人 事 第 一 係

臨 床 研 修 係

監 査 室室 長 補 佐監 査 係監 査 係

平成27年度事務等組織 令和元年度事務等組織

学 長 政 策 推 進 室室 長 補 佐政 策 推 進 係政 策 推 進 係室 長 補 佐学 長 政 策 推 進 室

文 書 法 規 係

室 長 補 佐監 査 室

課 長 補 佐臨 床 研 修 係

一 般 教 育 事 務 係

基 金 事 務 係

総 務 係

広 報 基 金 係

一 般 教 育 事 務 係

文 書 法 規 係
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                        　※　朱書き：変更箇所

学 長 政 策 推 進 室

課 長 補 佐

課 長 補 佐

教

務

部

室 長 補 佐監 査 室

課 長 補 佐臨 床 研 修 係臨 床 研 修 係課 長 補 佐

一 般 教 育 事 務 係一 般 教 育 事 務 係

平成30年度事務等組織 令和元年度事務等組織

学 長 政 策 推 進 室室 長 補 佐政 策 推 進 係政 策 推 進 係室 長 補 佐

総 務 係総 務 係

文 書 法 規 係文 書 法 規 係

監 査 室室 長 補 佐監 査 係監 査 係

人 事 第 一 係

人 事 第 二 係
課 長 補 佐

広 報 基 金 係基 金 事 務 係

労 務 管 理 係

企 画 係企 画 係

調 査 広 報 係

給 与 共 済 係

課 長 補 佐

社 会 連 携 係

点 検 評 価 係点 検 評 価 係

総

務

部

社 会 連 携 係

会 計 総 務 係会 計 総 務 係

総

務

部

研 究 企 画 係研 究 企 画 係

課 長 補 佐研 究 協 力 係研 究 協 力 係

課 長 補 佐

研 究 支 援 課

課 長 補 佐
財 務 企 画 係財 務 企 画 係

（ 財 務 担 当 ）（ 財 務 担 当 ）
財 務 決 算 係財 務 決 算 係

（ 経 理 担 当 ）

経 理 係
課 長 補 佐

出 納 係出 納 係
課 長 補 佐

検 収 セ ン タ ー検 収 セ ン タ ー

契 約 第 一 係契 約 第 一 係

電 気 整 備 係

施 設 マ ネ ジ メ ン ト 係

課 長 補 佐課 長 補 佐
契 約 第 二 係契 約 第 二 係

（ 契 約 室 ）（ 契 約 室 ）
医 療 材 料 係医 療 材 料 係

施 設 企 画 係

建 築 整 備 係

機 械 整 備 係課 長 補 佐 機 械 整 備 係

施 設 企 画 係
課 長 補 佐

施 設 マ ネ ジ メ ン ト 係

電 気 整 備 係

建 築 整 備 係

課 長 補 佐

課 長 補 佐

病 院 庶 務 係

経 営 管 理 係

医 療 情 報 係

経 営 管 理 係

包 括 医 療 管 理 係

病

院

事

務

部
課 長 補 佐社 会 福 祉 係社 会 福 祉 係課 長 補 佐

課 長 補 佐

包 括 医 療 管 理 係

医 療 支 援 係医 療 支 援 係

地 域 連 携 係地 域 連 携 係

病

院

事

務

部
医 療 安 全 係医 療 安 全 係

入 院 支 援 係
医 療 支 援 課

課 長 補 佐
看 護 学 科 事 務 係看 護 学 科 事 務 係

診 療 情 報 管 理 係

課 長 補 佐
収 納 係収 納 係

技術専門職員（情報企画担当）

図 書 館 総 務 係

情 報 サ ー ビ ス 係情 報 サ ー ビ ス 係

教

務

部

課 長 補 佐教 務 係教 務 係

課 長 補 佐 図 書 館 情 報 課

診 療 情 報 管 理 係

機 能 強 化 推 進 係

情 報 企 画 係

医 薬 品 係

大 学 院 ・ 留 学 生 係大 学 院 ・ 留 学 生 係

図 書 館 総 務 係

教 育 企 画 係

技術専門職員（情報企画担当）

課 長 補 佐

情 報 管 理 係

専門職員（経営戦略担当）

技術専門職員（情報企画担当）

情 報 管 理 係

教 育 企 画 係

課 長 補 佐

診 療 報 酬 係診 療 報 酬 係
課 長 補 佐

病 院 庶 務 係

専門職員（安全衛生担当）

給 与 共 済 係

入 院 支 援 係

施 設 課

経 営 企 画 課

学 生 支 援 課

室 長 補 佐

機 能 強 化 推 進 係

人 事 第 一 係

人 事 第 二 係

労 務 管 理 係
課 長 補 佐

総 務 課

人 事 課

企 画 評 価 課

施 設 課

専 門 職 員 （ 評 価 担 当 ）

医 薬 品 係

専門職員（経営戦略担当）

情 報 企 画 係

課 長 補 佐

学 生 総 務 係学 生 総 務 係

医 療 情 報 係

会 計 課

総 務 課

企画広報評価課

研 究 支 援 課

会 計 課

課 長 補 佐

（ 経 理 担 当 ）
調 達 係調 達 係

入 試 課

経 営 企 画 課

医 療 支 援 課

学 生 支 援 課

図 書 館 情 報 課

入 試 課 課 長 補 佐入 学 試 験 係入 学 試 験 係課 長 補 佐
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○ 全体的な状況 

１．豊かな人間性と基礎的・汎用的能力を育む教育を通じ，主体性を持ち国際
的にも通用する医療人を養成する。 
併せて，グローバルな視点に立った研究力と高い実践能力を有する高度専門医
療人を養成する。 
 
学部教育では、医療人としてのモチベーションを高めるために、早期体験実

習やチュートリアル教育、現場のニーズに即した実践的な科目や、「健康弱者の
ためのプログラム」など、新たな視点から医療を見つめる科目を配置し、「自学
自習の学習態度」を養えるよう配慮している。 
医学の最前線に触れ、研究の醍醐味を感じ取るために、医学科では「医学研究

特論（講座配属）」の科目を設けている。 
大学院教育では、大学院医学系研究科に「看護学専攻」の修士課程、「医学専

攻」の博士課程を置いている。修士課程は、看護学研究者、看護学教育者の育成
を目指す「修士論文コース」と専門看護師養成を目指す「高度実践コース」から
なり、豊かな人間性、優れた研究能力、高い倫理観を備えた看護専門職者を育成
している。博士課程は、先端的医学研究を目指す「研究者コース」と優れた臨床
研究を目指す「臨床研究者コース」からなり、高度の知識・技量・研究能力を備
えた研究者及び医療職者を育成している。 
 
２．国際水準の研究や独創性ある研究を積極的に支援するとともに，基礎研究
の成果を臨床応用・実用化につなげる一貫した支援体制を構築し，イノベーシ
ョン創出のための研究環境整備を推進する。 
 
研究面では、医学・看護学の発展に資するための様々な研究が行われ、「高次

脳機能に関する研究」において国内外を問わず他機関との共同研究を積極的に
推進しているほか、教育研究推進センター及び臨床研究支援センターが連携し、
研究支援体制の強化を図っている。 
 
３．地域社会の課題解決に向けて他大学・研究所・企業・行政機関などとの連
携強化を図るとともに，産学官連携による共同研究等を推進し，研究成果の社
会還元を図る。 
 
民間企業から受入れた研究経費により講座を設置・運営する共同研究講座や

寄附講座を積極的に開設し、先端医療の開発に取り組んでいる。 
 
４．国際社会で活躍できる人材の養成や外国人研修生等の受入れを強化し，教
育・研究の国際化を推進するとともに，国外への情報発信を促進する。 
 

社会・国際貢献においては、本学と地域の高等学校や医療機関が連携し、将
来、当該地域の医療に従事する医療職者を育て、地域医療の賦活化を図る「ふる
さと医療人育成プログラム」を推進しているほか、スポーツ医科学研究委員会
のメンバーにより地域のスポーツ振興につながる諸取組みや、本学学生の地域
保健・医療の実践の場である「学びの場」での演習・実習を通して地域住民の生
活支援や健康度向上といった圏域の振興を図っている。また、発展途上国の保
健従事者等を受入れ、保健看護等に関する研修を推進するとともに、研修員出
身国（アフリカ地域）へのフォローアップ調査の実施など研修内容の向上を継
続的に行っている。 
 
５．高度急性期医療と先進医療の両立を図り、多職種協働による質の高い医療
を提供する体制を構築するとともに、医療機能連携の強化及び高度な臨床研究
の推進により優れた医療人を育成する。 
 
平成 28年度から令和元年度にかけて、クラウド型遠隔医療を介して道北・道

東の医療機関から相談を受けた心臓血管救急症例 131 例のうち、急性大動脈解
離や大動脈瘤破裂といった難易度の高い治療を含む 71 例に緊急手術が実施さ
れ、広域にわたるネットワークを通じて、道北・道東の心血管救急医療に貢献し
ている。 
平成 30 年 12 月に、国内初となる８Ｋ内視鏡を用いた腹腔鏡手術システムを

導入し、これまでのハイビジョンより 16倍鮮明な腹腔鏡を用いた直腸手術や肝
臓手術を行った。これにより、確実で安全な手術の施行が可能になった。 
また、平成 31年２月に医師に医療用スマートフォンを配布し、緊急時に関連

施設からの連絡が容易になったことに加え、必要な画像データを、クラウドを
通じてやりとりすることができるようになったことから、緊急手術の準備にも
生かせるようになり、より早期の手術開始に貢献している。 
多職種協働では、多職種からなる「病院職種間協働推進検討委員会」において

策定した「医師を含む医療スタッフの負担軽減計画」にのっとり、看護師による
中心静脈ポート穿刺の実施や、ドクターズアシスタント 25 名の増員を行い総勢
41 名で 15対１体制に移行したことにより、医師の負担軽減を推進した。 
医療機能連携の強化については、地域医療連携ネットワーク（たいせつ安心 i

ネット）での公開患者数が延べ 3,800 人を超えるとともに（令和元年度末）、
令和２年１月には新規に地域の医療機関 115 施設と連携協定を締結するなど、
病病連携及び病診連携の強化を進めたほか、「大腿骨骨折の地域連携クリティ
カルパス」（年３回開催、４医療機関参加）、「脳卒中の地域連携クリティカル
パス」（年２回開催、16 医療機関参加）について、協力医療機関と定期的に協
議会を開催するなど、連携強化に努めた。 
臨床研究に関しては、臨床研究支援センター職員の雇用形態変更や、専任の



旭川医科大学 

- 9 - 

 

副センター長・准教授の新たな配置により、支援体制の整備を進めるとともに、
臨床研究支援センターと教育研究推進センターとの連携により、令和元年度は
橋渡し研究から発展した研究シーズの研究責任者が実施する医師主導治験 1 件
の支援を開始するとともに、特定臨床研究２件の支援について、新規に開始し
た。 
 
６．学長のリーダーシップの下で，学内資源の再配分や大学ガバナンス体制の
点検・見直しを戦略的に進め，安定した財務基盤を構築する。 
 
安定した財務基盤の構築のため、学長のリーダーシップの下、予算の執行状

況及び今後の資金繰り予測等を分析し、毎月各種委員会にて報告を行った。 
収入・支出見込を取り纏め、財源の確認と堅実な資金管理を十分に鑑み、人事

院勧告への対応を行った。 
令和２年度の当初予算においては、資金的増強を最優先とした編成方針のも

と、徹底した支出の見直しを継続し、新型コロナウイルス感染症による病院収
入の減収影響を盛り込みながらも、病院収入確保のため医療職員の増員等、戦
略的資源配分を実施した。 
 また、大学ガバナンス体制の点検・見直しの一環として、以下の役員等を任命
した。 
  
【平成 28年度】 
 理事・副学長 
・機能強化・評価担当 
・入試・連携教養教育担当 

 理事 
・地域連携・社会貢献担当 

 ・財務担当 
副学長 
・教育・研究・情報担当 

 ・医療・地域医療担当 
学長補佐 
・機能強化【基礎医学】担当 

 ・機能強化【臨床医学】担当 
 ・機能強化【看護学科】担当 
 ・機能強化【一般教育】担当 
 ・国際交流･地域連携・産学連携担当 
 ・メンタルヘルス担当 
 ・大学基金担当 
 ・医学教育分野別認証及び新専門医制度担当 
学長特別補佐 
・大学経営担当 
・国際担当 

 
【平成 29年度】 
 理事・副学長 
・機能強化・評価担当 

 ・入試・連携教養教育担当 
 理事 
・地域連携・社会貢献担当 

 ・財務担当 
 副学長 
・教育・研究・情報担当 

 ・医療・地域医療担当 
学長補佐 
・機能強化【基礎医学】担当 

 ・機能強化【臨床医学】担当 
 ・機能強化【看護学科】担当 
 ・機能強化【一般教育】担当 
 ・国際交流･地域連携・産学連携担当 
 ・メンタルヘルス担当 
 ・大学基金担当 
 ・医学教育分野別認証及び新専門医制度担当 
学長特別補佐 
・大学経営担当 

 ・国際担当 
 
【平成 30年度】 
 理事・副学長 
・東京オリンピック・パラリンピック・評価・病院機能強化担当 

 ・入試担当 
 ・医療安全・病院機能強化担当 
理事 
・財務担当 
副学長 
・教育担当 

 ・研究・情報担当 
・医療・地域医療担当 

 学長補佐 
・機能強化【基礎医学】担当 

 ・機能強化【臨床医学】担当 
 ・機能強化【看護学科】担当 
 ・機能強化【一般教育】担当 
 ・国際交流･地域連携・産学連携担当 
 ・メンタルヘルス担当 
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  ・大学基金担当 
  ・医学教育分野別認証及び新専門医制度担当 
  ・インスティテューショナル・リサーチ担当 
  ・国際医療人育成枠担当 
  学長特別補佐 

・大学経営担当 
  ・国際担当 
  ・地域連携・社会貢献担当 
  ・国際医療・支援センター運営担当 
  ・Medical Financial Technology 担当 

学長アドバイザー２名 
 
【平成 31年度】 
  理事・副学長 

・東京オリンピック・パラリンピック，評価，病院機能強化担当 
  ・入試担当 
  ・医療安全，手術部強化担当 

理事 
・財務担当 
副学長 
・教育担当 

  ・研究担当 
・医療，地域医療担当  

  学長補佐 
・機能強化【基礎医学】担当 

  ・機能強化【臨床医学】担当 
  ・機能強化【看護学科】担当 
  ・機能強化【一般教育】担当 
  ・国際交流･地域連携・産学連携担当 
  ・メンタルヘルス担当 
  ・インスティテューショナル・リサーチ担当 
  ・国際医療人育成枠担当 

・大学基金担当 
  学長特別補佐 

・大学経営担当 
  ・国際担当 
  ・地域連携・社会貢献担当 
  ・国際医療・支援センター運営担当 
  ・Medical Financial Technology 担当 

学長アドバイザー４名 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ① 組織運営の改善に関する目標 

 

中
期
目
標  

○ エビデンスに基づく意思決定を行う体制を新たに構築するとともに，第２期中期目標期間中の課題を踏まえつつ，ガバナンスを強化して，健全な大学
運営を第３期中期目標期間中途切れることなく継続して実行する。 

○ 教育・研究の活性化を図るため，人事給与制度改革を行う。 

 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《20－１》 
IR 手法によるデータ分析な

どの客観的根拠に基づき，迅速
に政策を決定するための学長
直属の IR室を平成 28年度中に
設置し，大学運営のための計画
策定と意思決定を支援する体
制を平成 30 年度までに構築す
る。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
平成 28年４月に、教育、研究・社会貢献、財

務改善の３つの部門からなるインスティテューシ
ョナル・リサーチ室を設置し、教員３名（室長
（研究・社会貢献部門長兼務）、部門長である副
室長２名）、部門員として事務局全課それぞれの
代表により構成した。 
平成 29年には専任の事務職員を配置した。平

成 30 年には IR 担当学長補佐の発令、専任教員の
採用など体制の整備・強化を行った。 
教育部門では、新規データベースソフトの導

入、教育センターから移管した学生トレースシス
テムの運用を開始するとともに、地域枠入試の分
析結果などを関係会議等に報告した。 

データ分析結果に基づい
た学内への助言を行うとと
もに、IR 室において、デー
タ蓄積・分析をより効率的
に行えるよう、学内データ
のデータ管理フォーマット
（データ作成時のルール な
ど）について引き続き検討
する。 

【20－１】 
大学運営のための計画策定と

意思決定を支援するため、必要
に応じて IR室構成員が学内の各
種委員会に陪席し、IR 手法に基
づいた助言を行う。IR 室の具体
的運用に係る規約を策定する。 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
医学科 2021 カリキュラム検討ワーキング・グ

ループにフィードバックした教学 IRの分析結果
について、５月開催の教授会において報告した。
その際、内容に関する質問を受けたことから、６
月開催の教授会において更なる分析結果を提示し
説明した。 
教学及び研究に関する報告書（医学科カリキュ

ラムに関するアウトプット指標、医学科の入試区
分と学生成績の関連分析、科研費の獲得に関する
現状のまとめ、卒業生の初期臨床研修先の動
向）、ＩＲ室の活動の年次報告書を作成し、執行
部をはじめ関連部署へ順次報告した。 
IR 室の具体的運用については、７月、11月開

催の IR室全体会議において議論し、執行部から

○ 項目別の状況 
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の分析依頼のほか、学内各部署からの依頼につい
ては、教育、研究・社会貢献、財務を担当する役
員等が集約し、その集約した依頼に基づき分析等
の活動を行うこととし、その依頼があった際に
は、IR室で実務的な検討をした後に、IR室全体
会議へ報告することとなった。 

《20－２》 
戦略的な資源配分や財源の

受入れ及び経費削減方策等の
企画・立案・実施体制の機能を
強化し，病院収入をはじめとす
る自己収入や予算執行等の各
種財務データを分析・活用する
ことにより，年度ごとの人員計
画，予算編成，資金計画等に反
映させるなど，安定した財務基
盤を構築する。 

 
 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
予算の執行状況及び今後の資金繰り予測等を把

握・分析し、毎月各種委員会にて報告を行うとと
もに、収入・支出見込を取り纏め、老朽化した機
器の更新、病院職員の増員、人事院勧告への対応
等をするべく、補正予算を編成した。 
また、各年度の予算編成方針のもと、徹底した

支出の見直しを継続し、本学の機能強化を図るた
め、全学的観点からの戦略的な人員配置、資源配
分等を実施した。 

病院収入や予算執行等の
各種財務データを分析・活
用することにより、人員計
画、資金計画等に反映さ
せ、安定した財政基盤を構
築し、健全な大学運営を継
続する。 

【20－２】 
健全な大学運営を継続するた

め、病院収入や予算執行等の各
種財務データを分析・活用する
ことによって、安定した財政基
盤を構築する。 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
予算の執行状況及び今後の資金繰り予測等を分

析及び把握し、毎月各種委員会にて報告を行っ
た。  
収入・支出見込を取り纏め、財源の確認と堅実

な資金管理を十分に鑑み、人事院勧告への対応を
行った。 
令和２年度の当初予算においては、資金的増強

を最優先とした編成方針のもと、徹底した支出の
見直しを継続し、新型コロナウイルス感染症によ
る病院収入の減収影響を盛り込みながらも、病院
収入確保のため医療職員の増員等、戦略的資源配
分を実施した。 

《20－３》 
監事及び外部有識者の意見

を適切に大学運営に反映させ
るため、学内外での情報共有と
改善のための各種情報を提供
する体制を強化し、意見聴取の
機会を増やす。 
特に、監事の監査機能を強化

するため、教育研究、社会貢献、
診療等の監査のサポート体制
を強化する。 

 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
平成 27年度から、事務局各課長を監事に対す

る情報提供者として位置付け、定期的又は臨時
に、通年、監事とヒアリング等を実施し、監事監
査を効果的に進めるため情報の共有に努めてい
る。 
また、監事監査報告書の作成に当たっては、事

務局各課長と監事とのヒアリングを実施する際の
日程調整、情報提供のあった根拠資料の内容精査
や補足資料の作成等のサポートを行った。 
さらに、監事監査計画書に基づく監査の実施に

当たっては、監事から各監査項目の課題とされる
案件に対する調査依頼を随時受け、関係各課長又
は担当係長とのヒアリングが必要な場合は、日程
調整しその場に立ち会うほか、根拠資料の内容精
査や補足資料の作成等のサポートを行った。 

監査室は、監事監査計画
（教育・研究、病院経営、
地域連携及び社会貢献）に
関し、監事が行う（所掌の
事務局各課長との）ヒアリ
ングの調整や関係資料の収
集などを行い、引き続き、
監事監査のサポート体制強
化を図る。 
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【20－３】 
監査室は、監事監査計画（教

育・研究、病院経営、地域連携及
び社会貢献）に関し、監事が行う
（所掌の事務局各課長との）ヒ
アリングの日程調整や関係資料
の収集などを行うことによっ
て、引き続き、監事監査のサポー
ト体制強化を図る。 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
平成 30年度監事監査報告書の作成に当たり、

事務局各課長と監事とのヒアリングを実施する際
の日程調整、情報提供のあった根拠資料の内容精
査や補足資料の作成等のサポートを行った。 
また、令和元年度監事監査計画書に基づく監査

の実施に当たっては、監事から各監査項目の課題
とされる案件に対する調査依頼を随時受け、関係
各課長又は担当係長とのヒアリングが必要な場合
は、日程調整しその場に立ち会うほか、根拠資料
の内容精査や補足資料の作成等のサポートを行っ
た。 

《21－１》 
平成 28 年度中に承継職員の

教員 10％に年俸制を適用し、第
３期中期目標期間中は 10％以
上を維持する。 
また、３年ごとにその効果を

検証し、適切な業績評価システ
ムの構築を含めた制度改革を
行う。 

 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
平成 28年度中に承継職員の教員 10％に年俸制

を適用しその後 10％以上を維持した。 
年俸制教員に対する「旭川医科大学年俸制教員

の業績評価に関する要項」を定め、業績評価を実
施し、業績給に反映させた。 

教員に対する新たな年俸
制を、新規採用者等を対象
に適用し、第３期中間目標
期間中は承継職員の教員に
おける年俸制の割合を 10％
以上に維持する。 

【21－１】 
教員に対する新たな年俸制を

導入し、新規採用者等を対象に
適用する。 
 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
業績評価の処遇への適切な反映のため、令和２

年３月に教員を対象に新たな年俸制を導入し、令
和２年７月１日から新規採用者等に適用すること
を決定した。 

《21－２》 
男女共同参画社会の実現に

資するため、平成 33 年度まで
に管理職の女性比率を 12.5％
にする。 
 
 
 
 
 

 
 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
平成 28年度においては、学内の共同利用施設

である「復職・子育て・介護支援センター（二輪
草センター）」が、育児・介護休業法の規定を上
回る育児・介護休業制度の整備、事業所内保育所
の設置、子育てや介護に関する取組が評価され、
旭川市から、平成 28年度に創設された「旭川市
ワーク・ライフ・バランス推進事業者表彰」を受
賞した。 
女性管理職に登用可能な人材確保のため、課長

補佐及び係長への昇任などキャリアパスを考慮し
た人事配置を進めた。 

女性職員に対し、課長補
佐及び係長職への昇任など
キャリアパスを考慮した人
事配置等を進めるととも
に、管理職に登用可能な人
材を養成するためにキャリ
アアップ研修等へ積極的に
参加させる。 

【21－２】 
女性職員に対し、係長職への

昇任などキャリアパスを考慮し
た人事配置等を進めるととも
に、管理職に登用可能な人材を
養成するためにキャリアアップ
研修等へ積極的に参加させる。 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
女性管理職に登用可能な人材を養成するため、

４月１日及び７月１日の人事異動において、事務
局の係長職に昇任した 10名のうち４名は女性と
するなど、キャリアパスを考慮した人事配置を進
めた。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ② 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中
期
目
標  

○ 地域医療に貢献する医療人の育成機関としての機能を強化するため、教育研究組織の見直しを行う。 

 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《22－１》 
学部入学から卒後臨床研修

までの一貫性を持った指導体
制を構築するとともに、大学院
の組織及びカリキュラムの見
直しや、地域枠卒業者に対する
高度専門教育等を踏まえた大
学院の適正な入学定員を含む
将来構想を平成 33 年度までに
作成し、実施する。 
 

 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
（学部） 
学年担当教員に加え、グループ担任及びアドバ

イザー教員を置き、学生に対する修学指導、学生
からの相談に応じて指導・助言を行った。また、
学生のキャリアプラン支援委員会の開催や、メー
リングリストを活用して各担当者の指導内容や学
生支援に関する情報交換を行った。 
学生のキャリアプラン支援委員会において、学生
支援の更なる充実・強化に向けた検討を行い、地
域枠入学者への進路指導に関して適切な指導体制
をとるため、グループ担任制度を発展的に解消
し、新たにメンター制度への移行に向けて体制整
備を行った。 
 
（大学院） 
博士課程、修士課程合同の大学院委員会におい

て、継続的に定員超過率及び入学状況の検証を行
うとともに、指導教員の決定など両課程に共通の
事項について審議した。 

学部においては、地域医
療に関する一貫した卒前卒
後臨床教育を実践する教育
協力施設の充実を図る。そ
のため、既に教育施設とし
て機能している施設に指導
医、専門医を派遣し、当該
施設の教育機能を強化す
る。また、卒後臨床研修に
おける協力型臨床研修病
院、臨床研修協力施設を拡
充し、研修医の派遣ならび
に屋根瓦式卒前臨床教育の
ための基盤を整備する。 
大学院においては、新型

コロナウイルス感染状況下
における大学院共通講義に
ついて、eラーニングを積極
的に活用することで、引き
続き大学院生のリサーチマ
インドの涵養を図る。ま
た、大学院共通講義を教職
員にも公開し、学内共同研
究の契機にする。さらに、
学部学生にもアクセス権を
付与し、研究の基礎を学ば
せるとともに、大学で行わ
れている研究への参画を促
す。大学院生の研究能力の
底上げに資する学術講演
会・セミナーを開催すると
ともに、大学院生を含む研
究者のための交流スペース

【22－１】 
学部では、平成 30 年 10 月に

開始したメンター制度の活動実
績から、指導体制の課題等につ
いて検証する。大学院では、定員
充足状況及び超過率を基に、適
正な定員等について引き続き検
証し、その結果を将来構想に反
映させる。 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
(学部) 
メンター制度については、４月から５月にかけ

て、メンター教員向けの研修と対象学生への制度
説明を行い、６月に「地域枠学生とメンター教員
との交流会」を実施した。現在メンター教員とグ
ループ学生との個人面談を随時実施しているとこ
ろである。面談後に提出される報告書等をもと
に、年度末に学生のキャリアプラン支援委員会を
開催し、課題等の検証を行った。 
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(大学院) 
10 月開催の博士課程委員会において、定員充足

状況、超過率を基に審議し、今後も引き続き各研
究指導教員が大学院学生の獲得に努めることとし
た。 

の設置・拡充に係る具体案
を策定する。社会人大学院
制度を活用し、臨床医、臨
床検査技師、薬剤師などの
学位取得を推進する。看護
学専攻では、高度実践コー
ス専門看護師教育課程をさ
らに充実させる。 
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中
期
目
標  

○ 事務の点検・見直しに基づき、合理的な組織再編を行うとともに、事務の効率化を進める。 
○ 効率的な法人運営を進めるため、他大学との事務の共同実施や大規模災害を想定した連携事業等を進める。 

 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《23－１》 
組織・業務全般の点検・見直

しを継続的に行うとともに、
ICT(情報通信技術)を活用した
業務システムの整備・充実を行
い、平成 29 年度までに事務組
織及び各種委員会の再編・統合
に係る計画を策定し、平成 30年
度から実施する。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
平成 28年度に実施した各種委員会開催状況調

査の結果に基づき、平成 30 年３月 31日付けで３
つの委員会を廃止した。また、平成 29 年度に
は、事務の効率化・合理化の観点から事務組織の
見直しを行い、平成 30年度には６つの再編・統
合を行った。 
物品請求システムを病院内の７部署に導入し、

予算現額、執行額、残額、明細等をリアルタイム
で確認できる環境を整備した。 
同システムの導入により、物品請求書等を手書

きからシステムへの発生源入力により事務局会計
課へのオンライン提出となることに加えて、事務
局会計課においては、システムからデータを取り
込み、支出伝票を作成することが可能となり、物
品請求等の事務処理が減少し、業務の効率化につ
ながった。 

大学側で稼働中の物品請
求システム（Web物品発注シ
ステム）について、説明会
等を開催して病院での運用
を一層拡大し、事務の効率
化を進める。 

【23－１】 
大学側で稼働中の物品請求シ

ステム（Web 物品発注システム）
について、説明会等を開催して
病院での運用を一層拡大し、事
務の効率化を進める。また、事務
系業務システムの安定稼働を図
りつつ、次期システムの整備・更
新等を効率的に行う。 
 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
これまでに病院内７部署において導入している

物品請求システム（web物品発注システム）につ
いて、新たに２部署（集中治療部、経営企画部）
へ導入し、９部署に運用を拡大した。 

《23－２》 
事務の効率化・合理化を進め

るため、専門的な研修への参加
や他機関との人事交流、社会人

 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
入院に係る診療報酬業務の質を向上させるた

め、平成 28 年度に当該業務を外部委託から内製
化することとし、平成 29年４月１日付けで専門

職員の資質・能力を向上
させるため、専門的な各種
研修へ引き続き参加させ、
更に、参加者からの研修報
告書の提出等により、研修

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ③ 事務等の効率化・合理化に関する目標 
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等の選考採用により、業務内容
に応じた事務に必要な専門的
知識・能力を有する職員を養成
する。 
 

的知識・能力を有する社会人を特定業務職員とし
て採用した。 
専門的な各種研修へ参加させるとともに、研修

効果の確認及びプレゼンテーション能力向上のた
め、研修成果発表会を定期的に行った。 
 

効果を確認する。また、専
門的知識・能力を有する社
会人を選考採用する。 

【23－２】 
職員の資質・能力を向上させ

るため、他機関との人事交流を
行うとともに、専門的な各種研
修へ引き続き参加させ、更に、研
修参加者による成果発表会を開
催して研修効果を引き続き確認
する。また、専門的知識・能力を
有する社会人を選考採用する。 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
専門的な各種研修へ参加させるとともに、研修

効果の確認及びプレゼンテーション能力向上のた
め、研修成果発表会を定期的に行った。（実施回
数：５回、発表対象者：18名） 
４月に精神保健福祉士の有資格者である医療ソ

ーシャルワーカー１名及び外国人患者が受診した
際に対応するため、医療通訳のできる者１名を選
考採用した。 

《24－１》 
事務処理の改善・見直し等を

推進するため、道内国立大学等
と連携した事務の共同実施を
継続するとともに、道内国立大
学等と連携した事務の共同実
施の一つである「電子購買シス
テム」の学内利用件数を平成 33
年度までに平成 27 年度比で
30％増加させる。 
 
 

 
 

Ⅳ  

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
〔安否確認システム〕 
安否確認システムの導入大学（北海道大学、北

海道教育大学、室蘭工業大学、帯広畜産大学及び
本学）による合同訓練に毎年参加すること等によ
り、職員及び学生へ安否確認システムの周知を図
った。 
〔電子購買システム〕 
利用率向上の取組として、取引業者や登録品目

の拡充を行うとともに、教職員はパソコン上で発
注品目を選択できること、財務会計システムと連
動していることにより正確な予算管理が可能であ
ることを周知した結果、利用件数は目標値を上回
り、毎年増加している。 
〔旅費システム〕 
旅費システムは順調に運用されており、平成 29

年度には、書面での旅費の振込通知を廃止し、電
子メールのみでの通知としたことで事務作業が削
減された。 
また、平成 30年度には、業務の効率化及び出

張者の立替払に係る負担軽減のため、旅費システ
ムによる JTBへのチケット発注の利用促進に向け
て、学内通知及び操作マニュアルの整備等を進め
た。 

道内国立大学等との事務
の共同実施を継続し、「旅
費システム」によるチケッ
ト発注及び「電子購買シス
テム」の利用促進に向け
て、利用方法・操作説明等
について学内周知するとと
もに、システム改善を行い
ながら事務処理の効率化に
寄与する。また、安否確認
システムを導入している道
内大学との合同模擬訓練に
継続して参加するととも
に、新規採用者やメールア
ドレスの未登録の職員に対
し登録促進を行うことによ
り、職員及び学生に対し、
安否確認システムの周知を
図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【24－１】 
道内国立大学等との事務の共

同実施を継続し、「旅費システ
ム」によるチケット発注及び「電
子購買システム」の利用促進に
向けて、利用方法・操作説明等に
ついて学内周知するとともに、
システム改善を行いながら事務
処理の効率化に寄与する。また、

Ⅳ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
〔安否確認システム〕 
 新規採用者に対し、オリエンテーション時の説
明に加え、個々の職員番号とパスワード（生年月
日）を記載した文書を各々に送付し、メールアド
レスの登録を促している。 
参加５大学による職員及び学生への合同模擬訓

練を 11月に実施した。 
昨年度の訓練結果と比較して、職員及び学生と



旭川医科大学 

- 18 - 

 

安否確認システムを導入してい
る道内大学との合同模擬訓練に
継続して参加するとともに、大
学が付与している学生メールア
ドレスの事前登録や未登録者へ
の登録促進を行うことにより、
職員及び学生に対し、安否確認
システムの周知を図る。 
 

もにメールアドレスの登録率は向上した。（職
員：平成 30 年度は 64.9%、令和元年度は 75.0%。
学生：平成 30年度は 64.9%、令和元年度は
100%。)、 
さらに、職員については、３月開催の教授会に

おいて学長から、メールアドレスを登録していな
い所属職員に対し早急な登録を促すよう要請する
とともに、各部署の長へ所属職員の安否確認シス
テムへのメールアドレスの登録状況や未登録者一
覧を文書にて配布した結果、３月末現在の職員の
登録率は 83.2%まで向上した。 
令和２年度も引き続き、５大学合同で安否確認

システムを契約することを確認した。 
[電子購買システム] 
電子購買システムについて、更なる利用率の向

上を図るため、取引業者への取扱品目の追加依頼
を行い、また、学内利用者に対しては予算管理の
有益性を説明するなど周知を行った。その結果、
通年利用件数は、平成 30年度の 2,642件に対
し、令和元年度は 3,215件となり、前年度比
21.7％の伸び率となった。 

[旅費システム]  
旅費システムによる JTBへのチケット発注の利

用促進に向けて、昨年から引き続き学内通知を継
続的に行った結果、令和元年度の利用率は平成 30
年度に比べ約 2.8ポイントの増加となり、出張者
の出張費の立替に係る負担軽減及び領収書・搭乗
券の提出が不要になるため、出張者及び事務担当
者等の業務の効率化が図られている。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成30年４月から
平成31年３月まで

平成31年４月から
令和２年３月まで

JTB手配利用件数 622件 665件
出張件数(空路利用) 2,464件 2,374件
JTB手配利用率 25.2% 28.0%

通年利用件数 前年度比 平成27年度比(中期計画指標)
平成27年度 1,044件 - -
平成28年度 1,721件 64.8％増 64.8％増
平成29年度 2,427件 41.0％増 132.5％増
平成30年度 2,642件 8.9％増 153.1％増
平成31年度 3,215件 21.7％増 208.0％増
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《24－２》 
大規模災害等に迅速に対応

するため、引き続き、国立大学
附属病院長会議による災害対
策相互訪問事業に参加し、課題
の把握及び対策の改善を行う。 
また、平成 28 年度中に、道内

の国立大学間の災害時の連携・
協力体制の構築に向けた提案
を行い、平成 29 年度からの運
用を目指した検討を開始する。 
 

 
 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
平成 29年度に「北海道地区国立大学等災害連

絡協議会要項」を制定し、「大規模災害等発生時
における北海道地区国立大学等間の連携・協力に
関する協定」を締結するとともに、国立大学附属
病院長会議による災害対策相互訪問事業に参加す
ることにより、他大学等との連携を進めた。 

災害対策相互訪問事業に
参加することにより、本学
における課題を把握し改善
を図るとともに、必要に応
じて災害対策マニュアルの
見直しを行う。また、北海
道地区国立大学等災害連絡
協議会に参加し、平常時の
防災対策等に関し各機関と
の情報共有を行う。 

【24－２】 
災害対策相互訪問事業により

顕在化した課題への対応を検討
するとともに、平成 30 年度に策
定 し た 病 院 BCP （ Business 
Continuity Plan：災害時等の事
業継続計画）と災害対策マニュ
アルとの整合性について確認を
行い、必要に応じて見直しも行
う。また、北海道地区国立大学等
災害連絡協議会に参加し、平常
時の防災対策等に関し各機関と
の情報共有を行う。 
 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
11 月に旭川赤十字病院、名寄市立総合病院、社

会福祉法人北海道社会事業協会富良野病院の災害
医療派遣チーム（DMAT）と合同で「道北地区 DMAT
合同訓練（机上訓練）」を実施した。また、同訓
練の反省点を踏まえ、関係規程・マニュアル等の
見直しについて、引き続き災害対策ワーキング・
グループにおいて検討を行うこととした。 
７月開催の「第１回北海道地区国立大学等災害

連絡協議会」において、北海道胆振東部地震にお
ける各大学等の対応及びその後の取組について情
報共有を行った。 
今年度の国立大学附属病院災害対策相互訪問事

業については、本学は評価大学、被評価大学に該
当しなかったため、相互訪問には参加していな
い。 
平成 29年度国立大学附属病院災害対策相互訪

問事業において指摘を受けていた「患者用非常食
の備蓄数」について、新たに患者 150人×３日分
を購入し、合計 600人×３日分の非常食の備蓄を
行った。 
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等 

 

１．特記事項    

 

【平成 28～30事業年度】 

 

○ＩＲ室の体制強化【20-1】 

IR 室において、平成 29 年度から順次、各課が保有する各種データの所在やそ

の内容、当該データに係る IR 室サーバ保管の取扱い等についての調査を実施し

た。これらの調査結果を IR 室構成員が把握し情報共有することで、IR室におい

て多方面のデータ管理が可能となり、大学運営のための計画策定と意思決定を

支援する体制を構築した。 

平成 30 年６月に IR 担当学長補佐を発令するとともに、更なる充実に向けて

専任教員を公募し、講師の採用を決定した。 

学長の諮問機関的な位置付けとなっていた IR 室の設置形態を見直し、「旭川

医科大学組織及び運営規則」に組織として規定することで、体制の強化を図っ

た。 

 

○予算の企画・立案・実施体制【20-2】 

予算の執行状況及び今後の資金繰り予測等を分析し、毎月各種委員会にて報

告を行った。 

平成 30年度から令和３年度までの収支状況シミュレーションを基に、老朽化

した医療機器や研究設備の更新、人事院勧告に準拠した給与改定を完全実施す

るための補正予算を編成した。 

平成 31年度（令和元年度）の予算編成においては、徹底した支出の見直しを

継続し、学長裁量経費の確保、改元によるシステム変更や令和元年 10月からの

消費税増税の影響等に対応するべく、病院収入確保のため、医療職員の増員等、

戦略的資源配分を実施した。 

 

○教員の年俸制【21-1】 
承継職員の教員に対する年俸制適用率 10％以上を維持した。 

 年俸制教員に対する「旭川医科大学年俸制教員の業績評価に関する要項」を定
め、業績評価を実施し、業績給に反映させた。 

 

○クロスアポイントメント制度の整備 

本学における教育、研究及び産学連携活動を推進するため、平成 30年９月に

「教員のクロスアポイントメント制度に関する規程」を整備し、10 月から１件

適用している。（ＳＮＥＣ：シンガポール・ナショナル・アイ・センター） 

 

○男女共同参画社会の実現に向けた取組【21-2】 

 平成 28年度に、学内の共同利用施設である「復職・子育て・介護支援センタ

ー（二輪草センター）」が、育児・介護休業法の規定を上回る育児・介護休業制

度の整備、事業所内保育所の設置、子育てや介護に関する取組が評価され、旭川

市から、平成 28年度に創設された「旭川市ワーク・ライフ・バランス推進事業

者表彰」を受賞した。 

 

○看護職キャリア支援センターの設置 

医学部看護学科と病院看護部が、連携・協働のもと、専門職業人としての看護

職者のキャリア開発や生涯学習を支援し、看護の質の向上を図ることを目的と

して、平成 31年３月に看護職キャリア支援センターを設置した。 

 

○事務組織の見直し【23-1】 

事務組織の見直しとして、以下のとおり実施した。 

１.経営企画課の診療情報係の一部を改組し、DPC（診断群分類別包括評価）の

チェックを担当する包括医療管理係を設置（平成 30年４月～） 

２.採用・退職時の事務手続きをワンストップ化し、職員の利便性の向上等を

図るため、会計課経理係の給与・共済業務を総務課に移管し、総務課給与共済係

を設置（平成 30年７月～） 

３.会計課事務情報係の欠員等を使用して、図書館情報課に学内ネットワーク

の管理、情報基盤センターの事務等を担当する情報企画係を設置（平成 30年７

月～） 

４.総務課に機能強化の推進に関する事務を担当する機能強化推進係を設置

（平成 30年７月～） 

５.会計課医療物品係の業務量の増加・業務内容の複雑化に対応するため、医 

療材料業務を担当する医療材料係と医薬品業務を担当する医薬品係に改組（平

成 30 年７月～） 

６.経営企画課に、病院の医業収支に係る経営分析等を任務とする経営戦略室 

を設置（平成 31年１月～） 

 

○ICT を活用した業務の効率化 

〔物品請求システム（web物品発注システム）〕【23-1】 

病院側への導入について、新たに３部署に運用を拡大し、病院側への運用は計

７部署となった。導入部署においては、物品請求書等を手書きからシステムへの
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発生源入力により事務局会計課へのオンライン提出となること、また、事務局会

計課においては、システムからデータを取り込み支出伝票を作成することが可

能になり、物品請求等の事務処理が減少し、業務の効率化につながった。 
 
〔旅費システム〕【24-1】 
業務の効率化及び出張者の立替払に係る負担軽減のため、旅費システムによ

る JTB へのチケット発注の利用促進に向けて、学内通知及び操作マニュアルの
整備等を進めたことにより、利用率は平成 29年度に比べ約９ポイント増加した。 

年度 
JTB手配 
利用件数 

出張件数 
（空路利用） 

JTB手配 
利用率 

平成 29年 398件 2,444件 16.3％ 

平成 30年 622件 2,464件 25.2％ 

 
〔電子購買システム〕【24-1】 
利用促進のため、引き続き取引業者や登録品目の拡充を行うとともに、教職員

はパソコン上で発注品目を選択できること、財務会計システムと連動している
ことから正確な予算管理が可能であることを周知した結果、利用件数は平成 29
年度に比べ約９％、平成 27年度比で約 153％増加し、中期計画の指標（30％増）
を大きく上回った。 

年度 全利用件数 前年度比 
H27年度比 

(中期計画指標) 

平成 27年 1,044件   

平成 28年 1,721件 64.8％増  64.8％増 

平成 29年 2,427件 41.0％増 132.5％増 

平成 30年 2,642件  8.9％増 153.1％増 

 

○道内国立大学等と連携した事務の共同実施 

〔安否確認システム〕【24-1】 

参加５大学（北海道大学、北海道教育大学、室蘭工業大学、帯広畜産大学及び

本学）による職員及び学生への合同模擬訓練を平成 30 年 11月に実施した。 

本学は他大学に比べ、職員及び学生ともに、訓練参加率は高いが、安否確認シ

ステムへのメールアドレスの登録率が低かった。そのため、職員については、各

部署の長へ所属職員の安否確認システムへのメールアドレスの登録状況や未登

録者一覧を文書にて配付するとともに、教授会において学長から、メールアドレ

スを登録していない所属職員に対し早急な登録を促すよう要請した。その結果、

平成 31 年３月末現在の職員の登録率は 75％まで向上した（平成 29 年度末：

62％）。学生については、大学が付与している学生向けメールアドレスを事前に

登録することにより、登録率が 100％となった（平成 29 年度末：50％）。 

平成 31年度も引き続き、５大学合同で安否確認システムを契約することを確認

した。 

 

【平成 31事業年度】 

 

○IR室の体制強化【20-1】 

教学及び研究に関する報告書（医学科カリキュラムに関するアウトプット指

標、医学科の入試区分と学生成績の関連分析、科研費の獲得に関する現状のまと

め、卒業生の初期臨床研修先の動向）、IR 室の活動の年次報告書を作成し、執

行部をはじめ関連部署へ順次報告した。 

 

○教員の年俸制【21-1】 

業績評価の処遇への適切な反映のため、令和２年３月に教員を対象に新たな

年俸制を導入し、令和２年７月１日から新規採用者等に適用することを決定し

た。 

 

○専門的知識・能力を有する職員の選考採用【23-2】 

精神保健福祉士の有資格者である医療ソーシャルワーカー１名及び外国人患

者が受診した際に対応するため、医療通訳のできる者１名を選考採用した。 
 
○道内国立大学等と連携した事務の共同実施【24-1】 
〔電子購買システム〕 

電子購買システムについて、更なる利用率の向上を図るため、取引業者への取

扱品目の追加依頼を行い、また、学内利用者に対しては予算管理の有益性を説明

するなど周知を行った。その結果、通年利用件数は、平成 30年度の 2,642 件に

対し、令和元年度は 3,215 件、前年度比 21.7％の伸び率となり、業務の効率化

に繋がった。 

 

○大規模災害等に備えた体制の強化【24-2】 

 11 月に旭川赤十字病院、名寄市立総合病院、社会福祉法人北海道社会事業協

会富良野病院の災害医療派遣チーム（DMAT）と合同で「道北地区 DMAT合同訓練

（机上訓練）」を実施した。 

 

２．共通の観点に係る取組状況 

 

（ガバナンス改革の観点） 
 
○学長のリーダーシップの確立 
 
①学長補佐体制について 
 大学ガバナンス体制の点検・見直しの一環として、以下の役員等を任命した。 
【平成 28年度】 
 理事・副学長 
・機能強化・評価担当 
・入試・連携教養教育担当 
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 理事 
・地域連携・社会貢献担当 

 ・財務担当 
副学長 
・教育・研究・情報担当 

 ・医療・地域医療担当 
学長補佐 
・機能強化【基礎医学】担当 

 ・機能強化【臨床医学】担当 
 ・機能強化【看護学科】担当 
 ・機能強化【一般教育】担当 
 ・国際交流･地域連携・産学連携担当 
 ・メンタルヘルス担当 
 ・大学基金担当 
 ・医学教育分野別認証及び新専門医制度担当 
学長特別補佐 
・大学経営担当 
・国際担当 

 
【平成 29年度】 
 理事・副学長 
・機能強化・評価担当 

 ・入試・連携教養教育担当 
 理事 
・地域連携・社会貢献担当 

 ・財務担当 
 副学長 
・教育・研究・情報担当 

 ・医療・地域医療担当 
学長補佐 
・機能強化【基礎医学】担当 

 ・機能強化【臨床医学】担当 
 ・機能強化【看護学科】担当 
 ・機能強化【一般教育】担当 
 ・国際交流･地域連携・産学連携担当 
 ・メンタルヘルス担当 
 ・大学基金担当 
 ・医学教育分野別認証及び新専門医制度担当 
学長特別補佐 
・大学経営担当 

 ・国際担当 
 
【平成 30年度】 

 理事・副学長 
・東京オリンピック・パラリンピック・評価・病院機能強化担当 

 ・入試担当 
 ・医療安全・病院機能強化担当 
理事 
・財務担当 
副学長 
・教育担当 

 ・研究・情報担当 
・医療・地域医療担当 

 学長補佐 
・機能強化【基礎医学】担当 

 ・機能強化【臨床医学】担当 
 ・機能強化【看護学科】担当 
 ・機能強化【一般教育】担当 
 ・国際交流･地域連携・産学連携担当 
 ・メンタルヘルス担当 
 ・大学基金担当 
 ・医学教育分野別認証及び新専門医制度担当 
 ・インスティテューショナル・リサーチ担当 
 ・国際医療人育成枠担当 
 学長特別補佐 
・大学経営担当 

 ・国際担当 
 ・地域連携・社会貢献担当 
 ・国際医療・支援センター運営担当 
 ・Medical Financial Technology 担当 
学長アドバイザー２名 

 
【令和元年度】 
 理事・副学長 
・東京オリンピック・パラリンピック，評価，病院機能強化担当 

 ・入試担当 
 ・医療安全，手術部強化担当 
理事 
・財務担当 
副学長 
・教育担当 

 ・研究担当 
・医療，地域医療担当  

 学長補佐 
・機能強化【基礎医学】担当 

 ・機能強化【臨床医学】担当 
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 ・機能強化【看護学科】担当 
 ・機能強化【一般教育】担当 
 ・国際交流･地域連携・産学連携担当 
 ・メンタルヘルス担当 
 ・インスティテューショナル・リサーチ担当 
 ・国際医療人育成枠担当 
・大学基金担当 

 学長特別補佐 
・大学経営担当 

 ・国際担当 
 ・地域連携・社会貢献担当 
 ・国際医療・支援センター運営担当 
 ・Medical Financial Technology 担当 
学長アドバイザー４名 
 
②予算について 
 予算の執行状況及び今後の資金繰り予測等を把握・分析し、毎月各種委員会 
にて報告を行うとともに、収入・支出見込を取り纏め、老朽化した機器の更新、 
病院職員の増員、人事院勧告への対応等をするべく、補正予算を編成した。  

また、各年度の予算編成方針のもと、徹底した支出の見直しを継続し、本学 
の機能強化を図るため、全学的観点からの戦略的な人員配置、資源配分等を実
施した。 
 
〇学長の選考  

現学長の任期満了に伴う学長の選考を実施し、平成 31 年３月に次期学長予 
定者を決定した。 
 
○教授会の役割の明確化  
教授会は学長に意見を述べる場として、「学生の入学、進級、卒業及び除籍」、  

「学位の授与」、「教育課程の編成」、「学生の懲戒」に関する事項について 
慎重に審議しており、学長のリーダーシップを図るために十分機能している。  
   
○監事の役割の明確化  
監事監査結果については、監事から学長へ報告の後、役員会において報告し  

た。一方、監事からの意見については、学長の指示のもと、監査室が中心とな 
り、事項毎に事務局各課に対して通知するとともに、その後の検討状況をフォ 
ローアップし、本学の運営に反映させている 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
  ① 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

 

中
期
目
標  

○ 外部研究資金・寄附金・病院収入等の自己収入を増加し、経営基盤の健全化を図る。 

 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《25－１》 
外部資金を増やすため、平成

30 年度までに研究費申請のサ
ポート機能の充実や臨床研究
支援センターを中核とした旭
川市内の医療機関とのネット
ワークの構築により受託研究
等を積極的に受入れ、平成 33年
度までに件数を平成 26 年度に
比較して５％程度増加させる。 

 

Ⅳ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
外部資金のうち科学研究費助成事業の申請につ

いては、採択経験の多い学内教員を講師として毎
年全学説明会を実施するとともに、研究支援課研
究協力係が中心となり申請書の書式不備確認など
の支援作業を実施してきた。また、受託研究費の
獲得に関しては臨床研究支援センターを中核とし
て旭川圏内の関連病院との連携を強化し受入れ体
制を整備した。この結果、受託研究（医薬品等の
臨床研究）受入れ件数は平成 26 年度 177件と比
較して平成 30年度には 229 件と 29％増加（受託
研究等全体では、平成 26年度 301 件に対し平成
30 年度 369件と 23％増加）し、中期計画指標
５％を大きく上回った。 

 外部資金を増やすための
方策を引き続き検討・実施
するとともに、受託研究等
の件数が平成 26年度比５％
以上の増加という水準を維
持する。 

【25－１】 
旭川治験ネットワーク連絡会

を開催し、参加病院間における
治験情報の共有について協議を
行う。受託研究等の件数を把握
しつつ、引き続き平成 26年度に
比較して５％以上の増加を目指
す。 
 

Ⅳ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
 臨床研究支援センター主導で旭川治験ネットワ
ーク連絡会を開催して参加病院間における治験情
報や当院で実施する研修等についての協議及び意
見照会を行った。受託研究等受入れ件数は 349件
（平成 26年度に比較して 16％増加）を達成し
た。 

《25－２》 
大学の教育・研究環境を整備

するため、新たな基金制度を平
成 28 年度中に設立し、役員及
び教職員による関係法人・企
業・団体への寄附の依頼及び高
額寄附を行った団体、個人等に
対する顕彰制度の導入などに

 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
パンフレットの配布や、ホームページへの掲載

など継続的な寄附獲得への取組を行うとともに、
寄附者を招いての「感謝の集い」を開催する等、
積極的な募金活動を行った。 

引き続き募金活動を行う
ほか、新パンフレットの作
成、基金ホームページのリ
ニューアルを行う。 
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より、関係法人・企業・団体等
のほか、個人に対して積極的な
募金活動を展開する。 
 
 

【25－２】 
平成 28 年 10 月に創設した旭

川医科大学基金への更なる寄附
獲得のため、関係法人・企業・団
体等のほか、個人及び教職員を
も対象に、パンフレット配布・ホ
ームページへの掲載・感謝の集
いの開催・活動報告書及び芳名
録の作成を行うなど、引き続き
積極的な募金活動を行う。 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
引き続き、パンフレットの配布や、ホームペー

ジへの掲載など継続的な寄附獲得への取組等を行
うとともに、寄附者を招いての「感謝の集い」を
11 月に開催し、高額寄附者への感謝状の贈呈、前
年度の実績をまとめた活動報告書を作成・配布し
た。 
令和２年１月から開始している銀行口座による

継続引落（本学職員のみ）とクレジットカードに
よる継続課金寄附について、令和元年 12月の期
末手当後に再度全学メールで呼びかけを行った。 
獲得額は令和元年度に 120件 19,645,010 円、

基金創設からの累計は、583 件 97,406,009円と
なった。 

《25－３》 
病院収入を計画的に確保す

るため、引き続き、診療実績の
分析結果を踏まえ、診療科の特
色や強みを反映した目標値を
設定し、達成状況を適宜確認す
る。 
また、病院事務部と各診療科

が連携して保険請求に係る研
修会等を定期的に行い、併せ
て、診療内容と保険請求内容を
比較し、請求間違いなど差異要
因を確認することで、保険請求
精度を上げる。 
 

 
 
 

Ⅳ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
病院収入を計画的に確保するため、診療実績を

踏まえた経営指標の目標値を設定し、達成状況の
確認及び診療実績の分析を実施した結果、目標値
をほぼ全ての項目でクリアした。 
 また、医療コンサルティングの学長特別補佐や
事務局が診療科をラウンドし、国立大学病院管理
会計システムの活用及び DPC データの分析による
現状の問題点や改善点の共有を図り、各診療科で
取組を進めた結果、平成 29 年度は外来及び入院
の診療単価が増加するなど増収となった。 
 平成 30年度には、事務局に包括医療管理係を
設置し、DPC コードのチェックを行い、DPCコー
ディングの精度向上を図り、診療報酬の適正な算
定につなげた。 
 保険請求の精度向上のため、外部委託している
診療報酬請求業務の一部を担う要員として、平成
29 年４月より８名を採用した。さらに、診療報酬
改定に伴う改定点や査定状況等に応じた勉強会を
実施するとともに、病院長と診療科とのヒアリン
グにおいても、これらの情報提供を行った。 
また、保険診療に関する講演会も毎年２回開催し
た。 

病院収入を安定的に確保
するため、診療報酬請求に
おいて各種加算や指導料・
管理料の算定が適切に行わ
れているかを、他医療機関
とのベンチマーク比較によ
り検証し、算定漏れの防止
を図る。各診療科における
目標値の設定のため、新た
に KPI（重要業績評価指標）
一覧の検討を行う。 
また、診療報酬改定に伴

う改正点等をとりまとめ、
診療科別に研修会の開催を
計画するとともに、保険請
求の精度向上のため、病院
事務部が各診療科に対し、
査定状況等に応じた勉強会
や保険診療に関する講演会
を開催する。 
  

【25－３】 
病院収入を安定的に確保する

ため、診療報酬請求において各
種加算や指導料・管理料の算定
が適切に行われているかを、他
医療機関とのベンチマーク比較
により検証し、算定漏れの防止
を図る。また、保険請求の精度向
上のため、病院事務部が各診療
科に対し、査定状況等に応じた
勉強会や保険診療に関する講演

Ⅳ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
病院収入の安定的確保のため、国立大学病院管

理会計システム（HOMAS２）等のベンチマーク情
報をもとに算定状況の確認を行っている。また、
毎月の診療報酬請求行為についても、DPCデータ
分析システム【giasol】のコーディングチェック
ツール等を利用し、請求漏れや請求間違いの早期
発見を行い、査定・返戻を減少させるよう病院内
で情報共有を行っている。現場でのデータ入力の
精度を向上させ、算定漏れや請求漏れを減少する
ため、２月に DPCデータ精度向上のための講演会
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会を開催する。 
 

を開催し、60名の多職種の参加があった。 
 保険請求の精度向上のため、査定状況等に応じ
た勉強会を実施するとともに、病院長と診療科と
のヒアリングにおいても、これらの情報提供を行
った。また、査定内容を分析し症状詳記へ記載す
る事項について、情報提供を行った。さらに、８
月に保険請求精度向上のため保険診療に関する講
演会を開催した。次年度の診療報酬改定に向け、
12 診療科に対して要点をまとめた資料を作成し説
明を行った。 
なお、３月にも保健請求などの保険診療に関す

る講演会を開催する予定であったが、新型コロナ
ウィルス感染対策のため開催を中止した。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
  ② 経費の抑制に関する目標 

 

中
期
目
標  

○ 効率的で健全な法人運営を推進するため、人事の在り方の見直し等による人件費の削減及び管理的経費を含めた大学全体の物件費の削減により、支出
の徹底した抑制を図る。 

 
 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《26－１》 
経営の健全化に向けて、職員

の人事の在り方・方向性につい
ての検討を行い、平成 28 年度
中に人員管理に関する基本方
針を定め、新規採用の抑制、年
度途中での欠員不補充などに
より、平成 28 年度からの３年
間において、平成 27 年度当初
予算に比べ人件費を３％程度
削減する。 
 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
中期計画の削減額 320 百万円（10,760百万円の

３％）を上回り、本計画を完遂するとともに  
、その他の経費の削減、病院収入の増加により、
平成 28年度において累積赤字を解消した。 
また、経営の健全化に向けた第３期中期目標期

間中の「人員管理に関する基本方針及び人員配置
計画」を策定し、この方針に基づき人件費の管理
を行った。 

「第３期中期目標期間中
の人事管理に関する基本方
針」に基づいて人件費の管
理を行う。 

【26－１】 
「第３期中期目標期間中の人

事管理に関する基本方針」に基
づいて人件費の管理を行う。 Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
第３期中期目標期間中の「人員管理に関する基

本方針及び人員配置計画」に基づき平成 31年度
(令和元年度)の予算編成を行い、人件費予算の
11,886百万円に対し、支出実績は 11,656百万円
となった。 

《26－２》 
診療報酬制度に対応した増

収、コスト縮減等の方策につい
て、副病院長（病院運営担当）
を中心に経営担当医長等をメ
ンバーとする組織において検
討し、各診療科等の強み、特色
を反映した戦略的な病院経営
を行う。 
 
 

 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
  
病院長ヒアリングをはじめ経営担当医長等会議

において、診療報酬制度の改定に伴う留意点の説
明や当該年度の診療報酬請求額等の目標について
の協力を要請している。また、学長特別補佐から
診療実績を踏まえた本院の運営方針について提言
を受けるなど、必要な情報提供や経営に対する意
識向上を図った。 
また平成 28 年度には、経営担当医長等と事務

部門において、診療報酬改定後の影響の実態を踏
まえた対応策を協議し、実態に即した DPC のコー
ディングの確認を行うなど具体策を講じた。 
平成 29年度には、外来診療スペースの適切な

再配分と効率的な運用について、病院長補佐会議
でタスクフォースを立ち上げて検討を開始し、翌

効率的な病院経営を行う
ため、外来では、地域医療
連携（紹介、逆紹介）をさ
らに強化し、再来患者の逆
紹介を推進し、新規患者の
獲得に繋げる。入院では、
引き続き在院日数（DPC入院
期間）の適正化を推進す
る。 
また、コスト縮減に向け

て、国立大学病院長会議で
取り組んでいる医療材料の
共同交渉・共同調達を推進
する。 
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30 年度には本院の課題に即した項目のタスクフォ
ースに見直して検討を行った。その結果、医療機
器の更新では、諸条件に配慮した優先整備の順位
付けを行い、約１億７千万円分の更新を決定し
た。 
同じく平成 30年度には、病院長ヒアリングに

おいて、各診療科の現状の問題点、改善点につい
て意見交換を行い、電子クリニカルパスの適応率
の上昇（平成 29年度：3.0％→平成 30 年度：
8.6％）及び平均在院日数の短縮化（平成 29 年
度：12.5 日→平成 30年度：12.1日）を図った。 

 
 

【26－２】 
効率的な病院経営を行うた

め、地域医療連携（紹介、逆紹介）
を強化し、再来患者や在院日数
の適正化を推進する。また、コス
ト縮減に向けて、国立大学病院
長会議で取り組んでいる医療材
料の共同交渉・共同調達を推進
する。 
 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
効率的な病院経営を行うため、現在、タスクフ

ォース（外来運営）において逆紹介チームと完全
予約制チームが活動している。完全予約制の導入
については、令和２年 10月の実施に向け、５診
療科（整形外科、放射線科、膠原病内科、乳腺外
科・呼吸器外科）において令和２年より順次先行
実施を行い、 パンフレット・ポスターの掲示等
により患者や他医療機関への周知を進めながら、
完全実施のための検証を行っていくこととした。 
逆紹介については、院内周知を行い、各診療科

で逆紹介に向けての準備を進めていくこととし
た。 
病棟の効率的な運営については、病院長ヒアリ

ングにおいて各診療科の現状の問題点、改善点に
ついて意見交換を行った。 
共同交渉については、８月初旬に国立大学病院

長会議事務局より、希望価格の通知があり、該当
品目を抽出のうえ、卸業者・メーカーのエリアマ
ネージャーと価格交渉を実施した。今年度は４回
価格交渉を実施し、約 392万円の削減効果となっ
た（達成率：34.70％）。一部のメーカーの商材
については、消費税増税に伴い便乗値上げをして
おり、このメーカーについては、病院長会議事務
局にて継続的に価格交渉を実施することとなって
いる。 
 共同調達については、手術用手袋・手術用ガウ
ンの共同調達選定品の通知を受け、院内でのサン
プル調査も終え、切替えを実施する予定であった
が、新型コロナウイルスの影響により、手術用ガ
ウンの供給体制が不安定となったことから来年度
に延期となったため、一部の切替えにとどまっ
た。 

《26－３》 
業務委託費・光熱水料等をは

じめとする法人全体の物件費
について、業務委託に係る仕様
内容、契約方法の見直しや光熱

 
 
 Ⅳ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
医療材料等の購入において、経営コンサルタン

ト業者のベンチマークを活用して、継続的に価格
交渉を行い、経費削減を図った。 
さらに医薬品については、薬剤専門委員会及び薬

引き続き、医薬品・診療
材料をはじめとする法人全
体の物件費について、各経
費の現状把握と、削減に向
けた学内外の様々な経費削
減の取組の調査・分析を行
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水料の節減を行うなど、経費抑
制に資する多様な取組を年度
ごとの PDCA サイクルとして継
続的に実施することにより、業
務費に対する一般管理費比率
を第３期中期目標期間中、恒常
的に 1.5％以内に抑える。 
 

事委員会の承認を得て、後発医薬品への切替を行
い、経費削減を図った。 
 各種会議における i-Padの利用拡大を推進し、
会議資料のペーパーレス化と会議運営の効率化及
び印刷コストの削減を図った。 
平成 30年度の電気供給契約を政府調達による

一般競争入札としたことで、一般電気事業者から
新電力会社へ切り替えを行い、経費削減を図っ
た。 
 平成 27年 10 月に地下水浄化供給業務委託契約
を締結し、平成 28 年４月から地下水を利用し上
下水道の削減を図った。 
平成 28年８月に水道料金削減のため「下水道

料金削減業務委託契約」を締結し、同年 11月か
ら稼働した。 
平成 30年度に「北海道胆振東部地震」が発生

したことによる停電及び電力不足に伴い、照明の
間引きを行い節電に取り組んだ。 
以上のような取組を継続的に実施した結果、平

成 28 年度から平成 30 年度の３年間における一般
管理費比率は低い水準を維持し、目標値である
1.5%以内に抑えている。 

い、単価削減、仕様内容・
契約方法の見直し等の取組
を行うとともに、削減に関
するコスト意識の啓発活動
を実施し、経費節減を促進
させ、一般管理費比率を
1.5％以内に抑える。 

【26－３】 
医薬品や診療材料をはじめと

する法人全体の物件費につい
て、各経費の現状把握と、削減に
向けた学内外の様々な経費削減
の取組の調査・分析を行い、単価
削減、仕様内容・契約方法の見直
し等の取組を行うとともに、削
減に関するコスト意識の啓発活
動を実施し、経費節減を促進さ
せ、引き続き一般管理費比率を
1.5％以内に抑える。 
 

Ⅳ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
医薬品等については、他大学の手法を参考に業

者間の価格競争を促進する等、継続的に価格交渉
を行った結果、約 1億 6,200 万円（平成 31 年４
月当初契約単価比）の経費削減を図った（令和２
年３月末時点）。 
また、薬剤専門委員会及び薬事委員会の承認を

得て、23 品目を後発医薬品へ切替えた結果、 約
900万円の経費削減を図った（令和２年３月末時
点）。医療材料については、継続的に価格交渉を
行った結果、約 2,200 万円（平成 31年３月末契
約単価比）の経費削減を図った（令和２年３月末
現在）。また、医療従事者と密に連携すること
で、使用量が増えた品目の大容量品への切替えや
同種同効品の統一、より安価な物品への切替えを
検討・実施したところ、約 40 万円の削減となっ
た。さらに費用削減に関するセミナーや勉強会に
積極的に参加することで、他大学との情報交換を
頻繁に行い、より効果的な経費削減の方法を模
索・実施した。 
旅費については交通状況や社会通念上、一般に

利用しうる最短の経路を精査し、東京都の最寄り
の駅を浜松町駅から品川駅に変えたことで、年間
約 16 万円の削減となった。（実施：令和元年 10
月から） 
以上のような取組を継続的に実施した結果、令

和元年度一般管理費比率は 1.2％となり、平成 30
年度（1.3％）に引き続き低い水準を維持した。 
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学内ホームページで「エネルギー使用量につい
て」と題して毎月公表し、主な会議で四半期ごと
に報告を行うなど、省エネに関するコスト意識の
啓発活動を継続的に実施した。 
６月及び 11 月に夏期及び冬期の省エネルギー

の協力依頼について学内通知した。 
省エネ対策事業である ESCO（Energy Service 

Company）事業を 11月に公表し、２月に優先交渉
権者を選定した。 
省エネ対策としてエアコンの消し忘れ防止設定

を募集し、冷暖房エアコンの『切タイマー設定』
の実施を推進した。 
省エネ対策として熱交換換気装置の正しい使い

方について周知を行った。 
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中
期
目
標  

○ 資産の運用管理に関する計画に基づき、大学の保有する資産を有効活用する。 

 
 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《27－１》 
資産の運用管理に関する計

画を平成 29 年度までに策定す
る。 
特に、土地・建物については、

当該計画を踏まえ、具体的な方
策を検討するなど、効率的・効
果的な運用と適切な管理を行
う。 
 

 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
資金の運用については、道内国立大学法人間で

締結した「北海道地区国立大学法人の資金の共同
運用に係る協定（J ファンド）」に基づき、資金
繰りを予測し、支払業務に支障がない範囲で短期
的な運用を繰り返し行い、平成 28年度から平成
30 年度において延べ 25回余裕資金を運用し、643
千円の利息収入を得た。 
平成 29年度に法改正（国立大学法人法第 34 条

の２）を考慮した土地・建物等について施設・環
境計画専門部会において「旭川医科大学土地・建
物等の資産運用計画」を策定し、平成 30年２月
の役員会で決定した。 
平成 30年度に「旭川医科大学土地・建物等の

資産運用計画アクションプラン」を施設・環境計
画専門部会で作成した。 

平成 30年度に定めた「土
地・建物等の資産運用計画
アクションプラン」に基づ
いて、職員宿舎資産の有効
活用を推進するために、職
員宿舎の将来計画について
検討する。また、保有する
設備等については、実態調
査に基づいた適切な管理・
運用を行う。また、寄附金
等の余裕資金についても、
北海道地区国立大学法人の
資金共同運用（Jファンド）
など、安全かつ最も効率的
な手法により運用を行う。 

【27－１】 
平成 30年度に定めた「土地・

建物等の資産運用計画アクショ
ンプラン」に基づいて、現有資産
の有効活用を推進するととも
に、保有する設備等については、
実態調査に基づいた適切な管
理・運用を行う。また、寄附金等
の余裕資金については、北海道
地区国立大学法人の資金共同運
用（ Jファンド）など、安全か
つ最も効率的な手法により運用
を行う。 
 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
資金の運用については、道内国立大学法人間で

締結した「北海道地区国立大学法人の資金の共同
運用に係る協定（Ｊファンド）」に基づき、資金
繰りを予測し、支払業務に支障がない範囲で短期
的な運用を行い、延べ２回、８億円の余裕資金を
運用し 21千円の利息収入を得た。 
設備の有効活用を推進するために、一部の機器

について各部署の使用状況や更新希望の調査を行
い、機器の集約化・共有化について検討を開始し
た。 
有形固定資産について実査を行い、保有する設

備等について適切な管理を行った。不用物品につ
いて他部署の要望を確認し、転用することによっ
て、効率的な運用と費用削減を図った。 
「旭川医科大学土地・建物等の資産運用計画ア

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
  ③ 資産の運用管理の改善に関する目標 
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クションプラン」を基に施設環境・計画専門部会
で職員宿舎用地、建物の具体的な検討を開始し、
「職員宿舎将来計画（案）」を作成した。 
「職員宿舎用地の利活用に向けたサウンディン

グ型市場調査」を実施し、一社から説明を受け
た。 
 

 
 
  



旭川医科大学 

- 33 - 

 

 

（２） 財務内容の改善に関する特記事項 

 

１．特記事項    

 

【平成 28～30事業年度】 

 

○外部資金獲得増への取組み【25-1】 

 外部資金のうち科学研究費助成事業の申請については、採択経験の多い学内

教員を講師として毎年全学説明会を実施するとともに、研究支援課研究協力係

が中心となり申請書の書式不備確認などの支援作業を実施してきた。また、受託

研究費の獲得に関しては臨床研究支援センターを中核として旭川圏内の関連病

院との連携を強化し受入れ体制を整備した。この結果、受託研究（医薬品等の臨

床研究）受入れ件数は平成 26 年度 177 件と比較して平成 30 年度には 229 件と

29％増加（受託研究等全体では、平成 26 年度 301 件に対し平成 30 年度 369 件

と 23％増加）し、中期計画指標５％を大きく上回った。 

  

○病院収入の確保【25-3】【26-2】 
平成 30 年度の病院全体の目

標請求額を約 210 億円と設定
し、病院運営委員会等で協力要
請を行った。なお、毎月の達成
状況については、病院運営委員
会等に報告するとともに、イン
トラネット上に公開し周知して
いる。 
入院期間の適正化について、

２年間の実績を基に病院長ヒア
リングを行い、各診療科の現状
の問題点、改善点について意見
交換を行った。それにより、クリニカルパスの適応率の上昇（平成 29年度：3.0％
→平成 30年度：8.6％）及び平均在院日数の短縮化（平成 29年度：12.5日→平
成 30 年度：12.1日）を図った。 
診療報酬が適正に請求されるよう、HOMAS（国立大学病院管理会計システム）

事務局から送信される速報データ等を各部署で共有しながら、算定状況をチェ
ックしている。病院長ヒアリングでは、ベンチマーク情報を基に診療科と意見交
換を行っている。 
毎月の診療報酬請求行為についても、DPC データ分析システム「girasol」の

コーディングチェックツール等を利用し、請求漏れや請求間違いを減らせるよ

う、事務局の関係部署で共有している。平成 30年４月に病院事務部経営企画課
に包括医療管理係を設置し、DPCコードのチェックを月平均 1,000件行い、その
中から月平均 30 件の修正依頼を行うことで DPC コーディングの精度向上を図
り、診療報酬の適正な算定につなげた。 
これらの取組により、上記表のとおり、外来診療単価及び入院診療単価が上昇

した。（外来；15,815 円→16,639円、入院；80,266円→82,916円） 
病院長主導による病院長ヒアリングや病院運営委員会等での協力要請の結果、
平成 30 年度請求額は約 222 億円となり、目標請求額より約 12 億円増、前年度
実績より約９億円の増となった。 

保険請求の精度向上のため、平成 30 年度の診療報酬改定に伴う改定点や査定

状況等に応じた勉強会を実施するとともに、病院長と診療科とのヒアリングに

おいて、上記の情報提供を行った。 

保険請求などの保険診療に関する講演会を平成 30年６月と９月に開催し、計

127名が参加した。 

 

○経費の抑制【26-3】 

医療材料等の購入において、経営コンサルタント業者のベンチマークを活用し

て継続的に価格交渉を行い、診療材料等で約 6,900万円（削減率 2.06％）、 

医薬品等で約３億 4,270万円（削減率 5.94％）を削減した（平成 30年３月契 

約単価比）。 

薬剤委員会及び薬事委員会の承認を得て、18 品目を後発医薬品へ切り替え、

約 270万円を削減した。なお、後発医薬品の使用割合は 95.2％である。 

各種会議における i-Pad の利用拡大を推進し、会議資料のペーパーレス化と

会議運営の効率化を図り、印刷コスト約 45万円を削減した。 

平成 30年度の電気供給契約を政府調達による一般競争入札としたことで、一

般電気事業者から新電力会社へ切り替えた結果、約 2,720 万円を削減した（平

成 29 年度契約単価比）。 

【26-3】について、上述の取組を継続的に実施し、各種経費を削減したことに 

加え、平成 30 年度一般管理費比率が 1.3％となり、年度計画の 1.5％を下回っ

た。 

 

【平成 31事業年度】 

 

○外部資金獲得増への取組み【25-1】 

臨床研究支援センター主導で旭川治験ネットワーク連絡会を開催して参加病 

院間における治験情報や当院で実施する研修等についての協議及び意見照会を
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行った。受託研究等受入れ件数は年度計画の５％を大きく上回り 349 件（平成

26 年度に比較して 16％増加）を達成した。 

 

○病院収入の確保【25-3】 

病院収入の安定的確保のため、HOMAS2等のベンチマーク情報をもとに算定状 

況の確認を行っている。また、毎月の診療報酬請求行為についても、DPC データ

分析システム【giasol】のコーディングチェックツール等を利用し、請求漏れや

請求間違いの早期発見を行い、査定・返戻を減少させるよう病院内で情報共有を

行っている。現場でのデータ入力の精度を向上させ、算定漏れや請求漏れを減少

するため、２月に DPC データ精度向上のための講演会を開催し、60 名の多職種

の参加があった。 

保険請求の精度向上のため、査定状況等に応じた勉強会を実施するとともに、

病院長と診療科とのヒアリングにおいても、これらの情報提供を行った。また、

査定内容を分析し症状詳記へ記載する事項について、情報提供を行った。さら

に、８月に保険請求精度向上のため保険診療に関する講演会を開催した。次年度

の診療報酬改定に向け、12 診療科に対して要点をまとめた資料を作成し説明を

行った。 

 

○経費の抑制【26-3】 

医薬品等については、他大学の手法を参考に業者間の価格競争を促進する等、

継続的に価格交渉を行った結果、約１億 6,200 万円（平成 31年４月当初契約単

価比）の経費削減を図った（令和２年３月末時点）。また、薬剤専門委員会及び

薬事委員会の承認を得て、23 品目を後発医薬品へ切替えた結果、約 900 万円の

経費削減を図った（令和２年３月末時点）。医療材料については、継続的に価格

交渉を行った結果、約 2,200 万円（平成 31 年３月末契約単価比）の経費削減を

図った（令和２年３月末現在）。また、医療従事者と密に連携することで、使用

量が増えた品目の大容量品への切替えや同種同効品の統一、より安価な物品へ

の切替えを検討・実施したところ、約 40万円の削減となった。引き続き、費用

削減に関するセミナーや勉強会に積極的に参加することで、他大学との情報交

換を頻繁に行い、より効果的な経費削減の方法を模索・実施した。 

旅費については交通状況や社会通念上、一般に利用しうる最短の経路を精査

し、東京都の最寄りの駅を浜松町駅から品川駅に変えたことで、今年度約 16 万

円の削減となった。（実施：令和元年 10月から） 

以上のような取組を継続的に実施した結果、令和元年度一般管理費比率は

1.2％となり、平成 30 年度（1.3％）に引き続き低い水準を維持した。 

そのほか、ESCO（Energy Service Company）事業に着手した。省エネ対策事業で

ある ESCO事業を 11月に公表し、２月に優先交渉権者を選定した。 

 

 

２．共通の観点に係る取組状況 

 

（財務内容の改善の観点） 

 

○外部資金（研究費）の獲得 

各年度において、外部資金の獲得に向け、前年度に引き続き、各種研究費の公

募情報について、学内ホームページへの掲載のほか全学メールでの案内を行っ

た。 

また同様に各年度において、科学研究費助成事業の申請についても、学内外の

有識者を講師として招き、研究計画調書の作成のポイント等の講演を行った。 

併せて、学内査読制度導入の検討を行ったが、査読による効果に疑問があるこ 

とや、部署間の温度差などの理由により制度化は見送られることとなった。 

一方で事務による不備確認等の支援は重要であるとの評価となったため、事務 

による研究計画調書のダブルチェックを行った。 

 

○自己収入の増加 

新たな基金制度創設に向け学内体制を整備し、事業の設定、基金の運営・管理

などを定めた基金規程の制定や審議機関である基金運営委員会の設置、目標額

の設定（10 億円）、顕彰制度の導入や寄附銘板の設置の準備、遺贈への対応準

備、寄附実績・明細・使途管理を行うための寄附管理システムの構築、ホームペ

ージの作成を経て、平成 28 年 10 月に「旭川医科大学基金」を創設した。創設

後は卒業生・保護者・職員・職員 OB、法人・団体へのパンフレットの郵送や説

明、ポスターの掲示、ホームページ・広報誌での周知を行い、同年 12月からは、

クレジットカードとコンビニエンスストアでの払い込みに対応した。 

獲得額は平成 28年 10 月から平成 29年３月までに、229 件 41,576,999 円、 

平成 29 年度 123 件 27,216,000 円、平成 30 年度 111 件 8,968,000 円、令和

元年度 120 件 19,645,010 円、基金創設からの累計は、583件 97,406,009 円

となった。 

 

○経費の抑制 

医療材料等の購入において、経営コンサルタント業者のベンチマークを活用 

して，継続的に価格交渉を行い、経費削減を図った。 

さらに医薬品については、薬剤専門委員会及び薬事委員会の承認を得て、後発

医薬品への切替を行い、経費削減を図った。 

各種会議における i-Padの利用拡大を推進し、会議資料のペーパーレス化と 

会議運営の効率化及び印刷コストの削減を図った。 

平成 30年度の電気供給契約を政府調達による一般競争入札としたことで，一 

般電気事業者から新電力会社へ切り替えを行い、経費削減を図った。 

令和元年度には、旅費について、交通状況や社会通念上、一般に利用しうる最 
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短の経路を精査し、東京都の最寄りの駅を浜松町駅から品川駅に変えたことで、

経費削減となった。 

以上のような取組を継続的に実施した結果、平成 28年度から令和元年度の 

４年間における一般管理費比率は低い水準を維持し、目標値である 1.5%以内 

に抑えている。 

 

○資金の共同運用 

資金の運用については，道内国立大学法人間で締結した「北海道地区国立大学

法人の資金の共同運用に係る協定（J ファンド）」に基づき、資金繰りを予測し，

支払業務に支障がない範囲で短期的な運用を繰り返し行い、平成 28年度から令

和元年度において延べ 27回余裕資金を運用し、664千円の利息収入を得た。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
  ① 評価の充実に関する目標 

 

中
期
目
標  

○ 自主的・自律的な改善・発展を促す PDCA サイクルの構築に向け、自己点検・評価を厳正に実施する。 

 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《28－１》 
IR 手法によるデータ分析な

どのエビデンスに基づいた自
己点検・評価体制を平成 31 年
度までに構築する。 
また、その分析結果を活用し

た、学内資源の再配分及び業務
運営の改善を行うなどの内部
質保証を確立する。 
 

 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
平成 28年度に、自己点検・評価実施のために

「業務運営の改善に関する進捗点検・評価要項」
及び「『中期目標･中期計画・年度計画』点検・
評価 業務実績整理表」を作成し、これまで 10
月末と年度末の２回であった進捗確認を 12月末
時点でも行うこととし、合わせて、各担当部署か
ら上記様式において各時点における進捗状況割合
やそれらに関する根拠資料を報告してもらうこと
により、点検・評価業務の強化を図った。 
また、平成 30年度には当該整理表を見直すと

ともに、年度最初の点検時期を１か月前倒しする
など、効率的かつ効果的な点検業務を行えるよう
改善した。 

中期目標・中期計画及び
年度計画の進捗管理を継続
する。 
引き続き、他大学におけ

る教員評価方法の調査・情
報収集を行うとともに、よ
り効率的な業績データの収
集等について検討を開始す
る。また、講座等の貢献度
評価を引き続き実施し、学
内予算配分に反映させる。 
 

【28－１】 
年度計画進捗管理を継続して

実施するとともに、自己点検・評
価体制の構築のため、他大学に
おける研究業績評価について視
察調査を行う。また、引き続き、
各種データを用いた講座等の貢
献度評価を実施し、学内予算配
分に反映させる。 
 Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
これまでの「『中期目標･中期計画・年度計

画』点検・評価 業務実績整理表」の様式を改編
し、かつ、同一 Excelbook ファイル内に各年度計
画に対応する「アクションプラン」シートを設け
ることで、1 つのデータファイルで計画策定から
進捗管理までをより効率的に行えるようにした。 
山口大学から、10月に同大学教育センターの林

准教授（前：同大学 IR室長）を視察に替えて招
聘し、研究業績評価や IR活動の状況について説
明と情報提供を受けた。 
IR 室教員が IR実務担当者連絡会（11月、宮崎

大学）に参加し、帯広畜産大学の発表「教員評価
への IRの関わり」などから情報収集を行った。
また、令和２年度に同大学への視察又は当該発表
者の招聘を検討している。 
貢献度評価委員会を開催（メール審議）し、配

分基準の見直しを行った。 
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中
期
目
標  

○ 多様なステークホルダーのニーズに対応した広報活動と、教育研究活動に関する情報の集約・分析に基づく戦略的な情報発信により、大学のブランド
イメージを向上させる。 

 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《29－１》 
大学の多様な教育研究活動

等の情報を学内外へ向けて戦
略的に発信するため、大学ホー
ムページの改善に関するステ
ークホルダーへのアンケート
調査等を平成 28年度に実施し、
その結果に対応したホームペ
ージの改修を平成 30 年度まで
に行う。 

 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
外部コンサルティング会社の本学ホームページ

に対する調査を平成 28年度に実施し、その結果
をもとにホームページを改修し、利便性の向上を
図った。 

引き続き学内で出来る範
囲で、ページの修正などの
更新作業を行う。 
 

【29－１】 
ホームページの改修効果やス

テークホルダーのニーズについ
て検証を行い、引き続き、情報発
信の改善に向けた検討を行う。 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
大学ホームページについて、前年度に引き続き

①ナビゲーションバーの整理、②イメージ画像に
alt属性（代替テキスト情報）の設定、③訪問者
別ページの内容の整理、④交通アクセス画面の整
理⑤掲載されている写真の更新や削除等を行うこ
とにより、ステークホルダーのニーズに基づくア
ンケートの結果を踏まえ、利便性の向上を図って
いる。 
前回のユーザビリティ調査の対象ステークホル

ダー（受験生・学生）のニーズについて、結果の
見直しを行い、教育研究活動等の情報を発信させ
るため、平成 28年度に策定した「旭川医科大学
における広報活動に関する基本方針」を、「旭川
医科大学所属研究者による研究成果を旭川医科大
学が公表する場合の基準に関する基本方針」とし
て新たに策定し、研究成果や受賞・表彰につい
て、各種様式を作成し、情報発信する方法を整備
した。大学ホームページでの公表やプレスリリー
スの手順について総務課ホームページで公開し、
周知を図っている。また、国際医療連携関係（４
月、５月、７月、11月）、機能強化関連（５月、
９月）、研究成果（８月、２月）及び IR関連
（12月、２月）の情報を更新し、活動等の状況を
発信した。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
  ② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 
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大学及び病院のホームページについて、新型コ
ロナウイルスに関連したトピックス情報（行事の
延期及び中止など）を随時更新した。 
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（３） 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項 

 

 

１．特記事項    

 

【平成 28～30事業年度】 

 

○教育プログラム評価委員会の開催 

本学の医学教育が国際基準に適合しているかを評価する「医学教育分野別評

価」を令和元年７月に受審することとし、この受審に向けて、平成 29年７月に

設置した「医学教育分野別評価対策委員会」が中心となり、全学を挙げて教職員

が準備作業を行い、自己点検評価報告書を作成した。 

なお、これに先立ち、本学医学部医学科の教育プログラム及び医学教育の実施

状況に係る自己点検・評価を実施するため、学内委員（学生代表を含む）及び医

学教育に関係する外部委員（学外有識者）で構成する「教育プログラム評価委員

会」を平成 31年１月に開催し、医学教育分野別評価の評価基準である「領域２ 

教育プログラム」及び「領域３ 学生の評価」に基づき評価を受けた。 

 

○情報発信について【29-1】 

大学ホームページについて、「全国大学サイトユーザビリティ調査」の結果を

踏まえ、 

①ナビゲーションバーの整理、 

②イメージ画像に alt 属性（代替テキスト情報）の設定、 

③訪問者別ページの内容の整理、 

④交通アクセス画面の整理、 

⑤ナビゲーションバーに alt 属性の設定 

等を行うことにより、利便性の向上を図った。 

教育研究活動等の情報発信として、教員の受賞（平成 30 年５月及び 10 月各

１件）、国際医療連携（平成 30 年４月、１件）、治験薬開発に伴う新会社設立

（平成 30年５月、１件）、医師主導治験（平成 30年８月、１件）及び研究成果

（平成 30年 10 月、２件及び 11 月、１件）の情報をトピックスとして発信し、

より広く理解を得られるべく周知を図った。 

また、病院ホームページについて、「医業若しくは歯科医業又は病院若しくは

診療所に関する広告等に関する指針」（医療広告ガイドライン）に則り、掲載内

容の表現について見直しを図った。 

 

【平成 31事業年度】 

 

○情報発信について【29-1】 

教育研究活動等の情報発信とするため、平成 28年度に策定した「旭川医科大

学における広報活動に関する基本方針」を、「旭川医科大学所属研究者による研

究成果を旭川医科大学が公表する場合の基準に関する基本方針」として新たに

策定し、研究成果や受賞・表彰について、各種様式を作成し、情報発信する方法

を整備した。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他の業務運営に関する重要目標 
  ① 施設整備・活用等に関する目標 

 

中
期
目
標  

○ 安全・快適で環境に配慮した持続可能なキャンパスを実現するため、キャンパスマスタープランに基づき施設整備を着実に実施する。 

 
 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《30－１》 
高度な教育、研究及び医療の

変化に対応させるため、平成 28
年度中にキャンパスマスター
プランの見直しを行い、既存施
設の長期的かつ有効利用を図
るため、戦略的な施設マネジメ
ントに取り組む。 
また、全学的なエネルギー使

用状況を継続的に把握し、省エ
ネルギー機器の導入などによ
り、環境負荷の少ないキャンパ
スを構築する。 
 

 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
キャンパスマスタープラン 2016の整備行動計

画に基づき、実験実習機器センター及び動物実験
施設新営が完成、平成 30年度には動物実験施設
改修の設計に着手し、平成 31 年２月に工事を開
始した。 
病院アメニティ施設の整備運営事業として、大

学所有の土地の一部を事業者に貸し付け（事業用
定期借地権設定）、事業者の負担により建物（鉄
骨地上２階建、約 1,180㎡）を新設し、駐車場
（200 台分）を増設した。 
全学エネルギー使用状況については、役員会、

教授会等に報告し学内ホームページにて公表し
た。 

キャンパスマスタープラ
ン 2016の整備行動計画及び
インフラ長寿命化計画(個別
施設計画)に基づき、現状を
調査した上、見直し、計画
的な施設整備を行う。ま
た、全学エネルギー使用状
況を継続的に把握し、主な
会議に報告するとともに、
ホームページ等を用いて学
内周知を図る。 
さらに、ESCO事業により

省エネルギー機器の導入を
図る。 

【30－１】 
キャンパスマスタープラン

2016 の整備行動計画について、
現状を調査した上、見直し、計画
的な施設整備を行う。また、全学
エネルギー使用状況を継続的に
把握し、主な会議に報告すると
ともに、ホームページ等を用い
て学内周知を図る。 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
キャンパスマスタープラン 2016の整備行動計

画に基づき、動物実験施設改修を令和２年３月 31
日に完了した。 
インフラ長寿命化計画（個別施設計画）を策定

した。 
ユニバーサルデザインの観点から「部屋番号」

の整備を周知し、令和２年度から着手することと
した。 
全学エネルギー使用状況については、役員会、

教授会等に報告し、なおかつ学内ホームページで
公表した。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他の業務運営に関する重要目標 
②  安全管理に関する目標 

 

中
期
目
標  

○ 安心・安全なキャンパス環境の維持向上を図るため、引き続き、職員の安全意識を啓発する取組を行うとともに、取組内容の充実・改善を進める。 

 
 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《31－１》 
職場環境の安全管理意識を

啓発する講習会等を開催する
とともに、安全衛生委員会委員
による巡視及び化学物質等の
安全パトロールや医療ガス日
常点検等による保管管理状況
の確認を行い、職場環境の安
心・安全を確保する。 
 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
安全衛生委員会の巡視を各年度２回ずつ実施

し、職場環境の安心と安全を確保をした。 
高圧ガス取扱に関する講習会を外部講師を招き

「高圧ガス危険予防規定に基づく保安教育」を実
施した。 
安全衛生委員会による安全パトロールを年２回

実施した。 
化学物質・有害物・廃棄物等管理委員会による

化学物質等安全パトロールを年 1回実施した。 
医療ガス設備日常点検実施結果を医療ガス安全

管理委員会に報告した。 
消防法に基づく自主点検を施設課職員にて年２

回実施し、学内ホームページに公表し、作業環境
の適正化と意識向上を推進した。 

 安全管理等に関する講習
会を引き続き開催するとと
もに、職場の労働災害及び 
健康障害の防止を目的とし
て安全衛生委員会委員によ
る安全パトロール巡視も定
期的（年２回）に実施し、 
指摘事項をフィードバック
することにより職員の安全
及び健康を確保する。 
また、健康に障害を発生 

させる可能性のある化学物
質に関する安全パトロール
や自主点検、医療ガスの日 
常点検等の安全管理活動を
引き続き実施して、その結 
果を通知・公表することに 
より、作業環境の適正化、 
職場環境の安心と安全を確
保する。 

【31－１】 
安全管理等に関する講習会を

引き続き開催するとともに、職
場の労働災害及び健康障害の防
止を目的として安全衛生委員会
委員による安全パトロール巡視
を定期的（年２回）に実施し、職
員の安全及び健康を確保する。
また、健康に障害を発生させる
可能性のある化学物質に関する
安全パトロールや自主点検を行
うとともに、医療ガスの日常点
検等の安全管理活動を引き続き
実施して、その結果を通知・公表
することにより、作業環境の適
正化と意識の向上を推進し、職

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
職場環境の安心と安全の確保を図るため、安全

衛生委員会の巡視を、７月 22 日から７月 31日に
病院 55部署 530室、12月 13 日から 12月 20日に
大学 64部署 694室について実施した。 
医療ガス設備日常点検を実施した。 
安全管理等に関する講習会として、「高圧ガス

危険予防規定に基づく保安教育」を 7月に実施
し、23名の職員が参加した。 
化学物質・有害物・廃棄物等管理委員会による

化学物質等の安全パトロールを化学物質等を取り
扱う部署に対して 10月 24日から 11月７日に実
施した。 
消防法に基づく自主点検を６月３日から６月６

日に実施した。 
以上の結果を当該部署に通知することで、作業
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場環境の安心と安全を確保す
る。 

環境の適正化と意識向上を推進し、職場環境の安
心と安全を確保した。 

《31－２》 
メンタルヘルスに関する講

習会を毎年度開催し、受講者ア
ンケートの結果に基づいて講
習内容の見直しを行う。 
 

 
 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
各年度でメンタルヘルスに関する講習会を開催

し、アンケート結果を次年度の講演内容の参考と
した。平成 30年度にはメンタルヘルスカウンセ
リングサービスの導入を検討し、平成 31年度に
契約をできるよう準備を進めた。 

前年度のアンケート結果
を参考に、最新の職員ニー
ズに応えるべくメンタルヘ
ルスに関する講習会等の内
容を検討する。職員がメン
タル不調を訴えるための相
談窓口及びカウンセリング
体制について、利用実績を
踏まえ周知を行う。 

【31－２】 
平成 30年度のアンケート結果

を参考にメンタルヘルスに関す
る講習会等を開催するととも
に、職員がメンタル不調を訴え
るための相談窓口やカウンセリ
ングを受けられるような体制の
構築について、検討を始める。 
 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
３月９日にメンタルヘルスに関する講習会を開

催する予定であったが、新型コロナウイルス感染
対策のため急遽延期することとした。学外のメン
タルヘルスカウンセリングサービスを導入し、職
場が介入しがたい職員のメンタル不調などを訴え
るための相談窓口やカウンセリングを受けられる
体制を構築した。現在の利用実績は、５月～３月
末までに相談 21件、カウンセリング２件。ま
た、新型コロナウイルス感染対策に従事した職員
を対象とする精神科専門医によるメンタルヘルス
相談窓口を設置した。 
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中
期
目
標  

○ 業務を適正に遂行できるよう、職員の法令遵守意識の向上に積極的に取り組む。 
○ 危機管理体制の機能の充実・強化のため、把握したリスクに対する評価及び継続的な見直しに取り組む。 

 
 

中期計画 平成 31年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 

平成 31事業年度までの実施状況 
令和２及び３事業年度の実

施予定 

《32－１》 
職員の法令遵守意識を啓発

するため、平成 28 年度中にコ
ンプライアンス規程を制定し、
職員へ周知するとともに、情報
セキュリティポリシー、個人情
報保護ポリシー等に関する講
習会を毎年度行う。 
 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
情報セキュリティポリシー及び個人情報保護ポ

リシーに関する講習会を毎年開催するとともに、
平成 28年度には、職員の法令遵守意識を啓発す
るため、「コンプライアンス規則」を制定した。 
平成 29年度から平成 31年度までの「情報セキ

ュリティ対策基本計画」を平成 29年３月に策定
した。 
また、職員の情報セキュリティに対しての理解

を深めるとともに、本学における情報セキュリテ
ィに関する適切な管理に資することを目的とした
「情報セキュリティに関する講演会」を平成 28
年度から毎年開催した。学生には、入学時ガイダ
ンスや授業（情報統計学（医学科１年次）、情報
リテラシー（看護学科１年次）、医療情報学（医
学科４年次））において、情報セキュリティに関
する説明・講義を毎年実施した。 

 引き続き、本学職員とし
て、法令遵守に対する重要
性の理解を深めることや、
適正かつ公平な業務遂行及
び本学の社会的信頼の向上
に資することを目的とし
て、時宜にかなった内容に
よる情報セキュリティポリ
シー、個人情報保護ポリシ
ー等のコンプライアンスに
関する講習会を開催し、職
員への啓発を行う。また、
情報セキュリティポリシー
及び関連規程等の周知徹底
を図るため、情報セキュリ
ティに関するリーフレット
を作成し、主に新規採用教
職員や新入生・編入生・留
学生に配布する。 【32－１】 

引き続き、本学職員として、法
令遵守に対する重要性の理解を
深めることや、適正かつ公平な
業務遂行及び本学の社会的信頼
の向上に資することを目的とし
て、時宜にかなった内容による
情報セキュリティポリシー、個
人情報保護ポリシー等のコンプ
ライアンスに関する講習会を開
催し、職員への啓発を行う。 
 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
適正かつ公平な業務遂行及び地域医療に根ざし

た医療・福祉の向上を理念とする本学の社会的信
頼の向上に資することを目的とする「コンプライ
アンスに関する講演会」を１月に開催し、約 150
名が参加した。 
情報セキュリティに関しては、平成 29 年３月

に策定した情報セキュリティ対策基本計画の自己
評価を行い、新たに策定したサイバーセキュリテ
ィ対策等基本計画とともに、９月に文部科学省へ
提出した。 
また、５月末に職員のメールアドレスとパスワ

ードの漏洩が疑われる事象があったため、情報セ
キュリティ運営室の審議により本学メールアカウ

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他の業務運営に関する重要目標 
  ③ 法令遵守等に関する目標 
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ント所有者全てを対象にパスワードを変更するこ
とを決定し、速やかに実施した。 
その他、職員の情報セキュリティに対しての理

解を深めるとともに、本学における情報セキュリ
ティに関する適切な管理に資することを目的とし
て毎年開催している「情報セキュリティに関する
講演会」を、北見工業大学情報処理センター長を
講師に招聘し、７月に 102名の参加のもと開催し
た。 

《32－２》 
研究活動の不正及び研究費

の不正使用を防止するため、年
２回以上の講習会を実施する
とともに、新たに e-ラーニング
システムによる研修教材を配
信できる環境を平成 29 年度ま
でに整備し、平成 30 年度から
e-ラーニングを全職員対象に
実施する。 
 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
過年度より引き続き、研究活動の不正及び研究

費の不正使用を防止するため、年２回以上の講習
会を実施してきたが、さらに平成 29年度末まで
に研修教材を配信できる e-ラーニングシステムを
構築した。このことで、平成 30 年度からは講習
会に欠席した受講対象者を含む全職員が必ず研究
倫理及び公的研究費の適正使用に関する講習を受
講できるよう研究者倫理教育の環境を整備した。 

 引き続き研究活動の不正
及び研究費の不正使用を防
止するための研究倫理講習
会を、受講義務のある全職
員（全ての研究者等と公的
研究費の使用に関わる職
員）を対象に、座学及び e
ラーニングで実施する。 

【32－２】 
研究活動の不正及び研究費の

不正使用を防止するため、年２
回以上の講習会を実施する。 
 

 
 
 
Ⅲ 
 
 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
 研究活動の不正及び研究費の不正使用を防止す
るため、４月に講習会を実施（参加者 244 名）す
るとともに、講習会に欠席した受講対象者につい
ては、e-ラーニングシステムにより同講習会の内
容を必ず受講することを義務付けた。 
 

《33－１》 
危機管理体制の機能強化の

ため、平成 29 年度までにリス
ク分類・リスクレベルを見直
し、関係規程等の改正を進め
る。 
また、把握したリスクに対す

る評価を行い、継続的な見直し
に取り組む。 
 
 

 
 
 

Ⅲ 

 （平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
危機管理体制の機能強化のため、危機管理規程

を見直し、平成 29 年３月 28 日付けで改正を行っ
た。 

引き続き、危機管理体制
を検証し、新たに課題が見
い出された場合には関係規
程等の改正を行う。 

【33－１】 
北海道胆振東部地震における

災害対応に関する検証結果に基
づき、関係規程・マニュアル等の
改善を行う。 
 

Ⅲ 

（平成 31事業年度の実施状況） 
  
７月開催の北海道地区国立大学等災害連絡協議

会において、北海道胆振東部地震における対応及
びその後の取組状況について、情報共有を行っ
た。  
 また、11月に旭川赤十字病院、名寄市立総合病
院、社会福祉法人北海道社会事業協会富良野病院
の災害医療派遣チーム（DMAT）と合同で実施した
「道北地区 DMAT合同訓練（机上訓練）」の反省
点を踏まえ、関係規程・マニュアル等の見直しを
行い、引き続き関係委員会において検討を行うこ
ととした。また、患者用非常食として 450 人×３
日分を備蓄していたが、新たに 150 人×３日分を
購入した。 
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（４） その他の業務運営に関する特記事項 

 

 

１．特記事項    

 

【平成 28～30事業年度】 

 

○病院アメニティ施設整備運営事業【30-1】 

病院アメニティ施設の整備運営事業として、大学所有の土地の一部を事業者

に貸し付け（事業用定期借地権設定）、事業者の負担により建物（鉄骨地上２

階建、約 1,180 ㎡）を新設し、駐車場（200台分）を増設した。建物の１階は

薬局（２店舗）、カフェからなり、２階は会議室、事務室等（600 ㎡）の大学

スペースである。この事業により、門前調剤薬局の慢性的な混雑の解消及び病

院駐車場の混雑緩和を図ることができた。さらには土地の貸付料と建物の賃借

料を差し引いた収入も得られた。 

 

○施設マネジメントに関する取組【30-1】 

キャンパスマスタープラン 2016の整備行動計画に基づき、実験実習機器セン

ター及び動物実験施設新営が完成、平成 30年度には動物実験施設改修の設計に

着手し、平成 31年２月に工事を開始した。 

全学エネルギー使用状況については、役員会、教授会等に報告し学内ホーム

ページにて公表した。 

 

○法令遵守（コンプライアンス）に関する取組【32-1】 

情報セキュリティポリシー及び個人情報保護ポリシーに関する講習会を毎年

開催するとともに、平成 28 年度には、職員の法令遵守意識を啓発するため、

「コンプライアンス規則」を制定した。 

 

○大学入学者選抜の実施体制の強化に関する取組について 

当該期間における入学者選抜の実施に係るミスの防止等については、平成 30

年度において検証し、試験時間中並びに試験後の体制は対応できている。 

また、大学入学者選抜における出題・合否判定ミス等の防止に関しても、平

成 28 年度以降、学長のリーダーシップの下、入試担当理事・副学長を試験実施

本部長として入試業務全体を統括し、出題等の入試ミス防止及び早期発見のプ

ロセス等、本学のガバナンス体制は十分機能していることは確認できている。 

 

【平成 31事業年度】 

 

○施設マネジメントに関する取組 

インフラ長寿命化計画（個別施設計画）を策定した。 

ユニバーサルデザインの観点から「部屋番号」の整備を周知し、来年度から

着することとした。 

先端医療に従事する海外の人材を育成するための施設である国際医療支援セ

ンター整備事業の公募を行い、優先交渉権者を決定した。今後は、契約締結に

向けて、手続きを進めていくことになるが、同センターの整備により、本学が

進めてきた遠隔医療をさらに推進させることが可能となる。 

 

○大学入学者選抜の実施体制の強化に関する取組について 

平成 30 年度から継続して、試験後の指摘等に対応する外部有識者を加えた体

制を維持した。 

また、令和元年度に設置された地域共生医育統合センターのセンター長を入学

者選抜に係る委員会等の構成員として加え、地域連携強化を図るとともに、地域

に開かれた大学への一層の改革を実践していく一環として、外部面接員制度の導

入等、地域社会の要請に応えていく実施体制を構築した。 

 

 

２．共通の観点に係る取組状況 

 

（法令遵守及び研究の健全化の観点） 

 

○法令遵守（コンプライアンス）に関する取組 

平成 29 年２月に国立大学法人旭川医科大学コンプライアンス規則を制定・施

行し、学内のコンプライアンスの保持に努めている。 

適正かつ公平な業務遂行及び地域医療に根ざした医療・福祉の向上を理念とす

る本学の社会的信頼の向上に資することを目的として、弁護士を講師とする「コ

ンプライアンスに関する講演会」を開催し、職員への法令遵守意識の啓発を行っ

た。 

法令等に従い体制や規程等の整備が必要な事項に関し、必要な規程や体制の

整備を行っている。 

「平成 29年度決算検査報告掲記事項の周知徹底について」（文科省高等教育 

局長通知）に基づき、監事（業務）から、特に国立大学法人に関係する指摘事

項等を抜粋して各種会議で報告し学内に周知することで、類似事例の発生防止

を徹底した。 

施設マネジメントに関して、法令等に従い体制や規程等の整備が必要な事項
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に関し、必要な規程や体制の整備を行っている。 

・防火対策（専門部会、消防計画、火災時の連絡・消防体制） 

・有害廃液（取扱規程、取扱要項） 

・病院医療ガス安全管理（委員会、規程） 

・自家用電気工作物保安規程 

・高圧ガス危害予防（規） 

・高圧ガス危害予防規程に基づく保安教育を実施した。 

（毎年 7 月頃に開催し、参加者は 25名前後） 

 

○情報セキュリティ 

平成 29年度から平成 31年度までの「情報セキュリティ対策基本計画」を平

成 29 年３月に策定した。また、不正アクセス、コンピュータウイルスによる情

報漏えい及びサイバー犯罪など情報セキュリティをめぐる状況変化に鑑み、令

和元年９月に「サイバーセキュリティ対策等基本計画」を策定するとともに、

前回策定の「情報セキュリティ対策等基本計画」の自己評価を行い、評価結果

としてまとめた。 

サイバーセキュリティ等教育・訓練や啓発活動の一環として職員の情報セキ

ュリティに対しての理解を深めるとともに、本学における情報セキュリティに

関する適切な管理に資することを目的とした「情報セキュリティに関する講演

会」を平成 28年度から毎年開催した。学生には、入学時ガイダンスや授業（情

報統計学（医学科 1年次）、情報リテラシー（看護学科１年次）、医療情報学

（医学科４年次））において、情報セキュリティに関する説明・講義を毎年実

施した。 

 

○研究費の不正使用や研究活動における不正行為を防止するための体制 

各年度において、前年度の「研究活動の不正行為防止実施計画」の実施状況

を踏まえ、「研究活動の不正行為防止実施計画」を策定し学内に周知した。 

公的研究費の不正使用を行わないことの「誓約書」を継続的に職員より徴取し

た。 

各年度において、継続的に研究費の使用等に関する学内での不正防止体制や

取り決め等についてまとめた「研究費使用ハンドブック」について、改訂を行

い学内全部署へ配付した。 

各年度において、研究者教育講習会の１講義として、「研究活動における不

正行為防止の取組について」「研究費の不正使用防止に関する取組について」

と題した講習を開催し、研究の不正行為及び研究費の不正使用防止の啓発に努

めた。 

研究者教育講習会において「研究費の不正使用防止に関する取組について」

と題し、各年度に講義を実施した。 

各年度の「決算検査報告掲記事項の周知徹底について」（文科省高等教育局長

通知）に基づき、特に国立大学法人に関係する指摘事項等を抜粋して各種会議

で報告し、学内に周知した。 
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中
期
目
標  

○ 実践的能力を備え、指導的役割も担うことができる質の高い医療人を養成するため、高度で先進的な教育・研修環境を整備し、さらに、それらを充実
させることによって地域医療、教育及び研究に一層貢献する。 
○ 健全な運営状況を確立するため、働きやすい就労環境や安心・安全な医療環境を充実させるとともに、ICT(情報通信技術)を活用した医療支援体制の強
化と経営の改善に取り組むこと等により、病院機能を強化する。  
○ 地域の基幹病院として地域医療の先導的役割を果たすため、従来の拠点機能の充実を図るとともに、救急や災害等に対する拠点機能を強化する。 
○ 先端的で信頼性のある医療技術の開発と提供を促進するための研究に対し、支援体制を強化する。 

 
 

中期計画 
進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

平成 31事業年度までの実施状況 令和２及び３事業年度の実施予定 

《16－１》 
本院臨床研修プログラムの希望者を十分に受け入れられ

る体制を整備するため、協力型臨床研修病院等と連携した研
修（たすき掛け研修）を充実させるとともに、平成 29 年度
から始まる新専門医制度へ対応するため、新たな研修プログ
ラムの策定や関連病院との連携強化など実施体制を整備し、
臨床研修医の確保に努める。 

 

Ⅲ 

（平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
病院群の見直し等研修体制を整備するととも

に、募集定員の調整機関である北海道に対し、
学生へのアンケート調査結果など、定員増の希
望理由を提示し増員要請を行い、必要な募集定
員を確保した。 
また、隔年で指導医講習会を開催し、指導体

制の強化を図った。 
平成 30年度から開始された新専門医制度につ

いて、平成 29年度に設置された専門医育成・管
理センターで、本院の専門研修プログラムにつ
いて情報を収集し、新たに作成したホームペー
ジ等で広報活動を行うとともに、各領域の専攻
医について調査し状況を把握するとともに、各
種照会等に対応した。 

新制度に対応した臨床研修プログ
ラムについて、適正な運用を推し進
めるとともに、必要が生じた場合は
改善を検討し、次年度プログラムに
反映させる。 
研修全般に係る環境について、診

療科や学生、研修医の意見を可能な
限り取り入れ整備する。 
また、専門医育成・管理センター

が中心となり、本院の専門研修プロ
グラム（以下「専門 PG」）の広報を
行うとともに、専門 PGに関する院
内担当診療科、院外の連携施設、日
本専門医機構等との連絡調整、専門
PG の実施状況の管理を効率的かつ円
滑に進める。 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
前年度策定した、改正対応のプログラムにつ

いて申請を行った。現在は十分な施設が確保で
きているため、今年度は協力型病院の追加は行
わず、地域研修の施設１施設をプログラムに追
加申請した。 
３月に次年度プログラムから必須とされる一

般外来研修や地域研修の実施施設として、広尾
町国保病院を病院群に追加する届出を行い研修
体制を強化した。 
また、募集定員は当初は 46 名の内示であった

が、北海道の調整枠に増員希望を要請したこと
により、昨年度の 72名から４名減ではあったが
68 名の定員を確保できた。本院へ応募があった
学生数 61名に対応し得る十分な定員を確保する

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上 
(4) その他の目標 
  ③ 附属病院に関する目標 
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ことができた。 
10 月に公表されたマッチングの結果、令和２

年度の新規プログラム採用者数は 56名であった
が、卒業試験、国家試験を経て最終的な採用人
数は 49名となり、そのうち 12 名についてたす
き掛け研修の調整を行ったため、４月に本院で
研修をスタートする者は 37 名となった。 
指導医講習会を開催し、指導医の養成を図っ

た。本院病院群の医師を含め 19 名が参加し、学
内の指導医については 12名の増となった。 
日本専門医機構より通知のあった今年度の専

攻医応募スケジュールについて、本院研修医へ
向けて周知を行った。 
各科等へ後期研修に係るアンケート調査を行

い、今年度、新たに専攻医登録した者が 69名で
あったことや、各専攻医の勤務施設等を確認し
た。 
18 領域のうち内科の専門医研修について、連

携施設と調整し研修管理委員会を５月と９月に
開催した。 
また、地域で研修中の専攻医、指導医が参加

できるよう、Web会議を利用した研修評価シス
テム（J-OSLER）の説明会を行うとともに、研修
評価の進捗状況を確認するシステムを構築し実
施した。 

《16－２》 
安全を含めた医療の質を向上させるため、最新の医療機器

操作や手技に関する医療従事者向けの教育プログラム等を
策定するなど、スキルアップ支援策を充実する。 
 

Ⅲ 

（平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
平成 29年度に退院支援看護師育成研修プログ

ラムを作成した。内容は、ベーシックコース、
アドバンスコース１・２・３、訪問看護ステー
ション同行研修、フォローアップ研修としてい
る。   
また、平成 30年度に小児在宅移行支援研修プ

ログラムを作成し、NICU/GCU における退院支援
看護師育成研修を実施した。  
平成 29年度には認知症マニュアルを作成し、

平成 30年度より認知症ケア加算Ⅱの算定につな
がった。令和元年度より高齢者・認知症看護の
教育プログラムを検討している。 
医療安全及び医療の質向上のため、医療安全

管理部、医療機器安全管理作業部会及び臨床工
学室が協働し、「ＭＥ機器安全使用セミナー」
を開催し、正しい酸素療法、「輸液ポンプ・シ
リンジポンプ」及び「除細動器」の基本構造や
原理、使用方法、注意点等の理解向上を図っ
た。 

「高齢者・認知症看護教育プログ
ラム」を開発し、専門・認定看護
師、他職種等と協働し実施する。 
医療安全及び医療の質向上のた
め、医療機器操作や各種手技等に関
する医療従事者向けの研修会を引き
続き企画・開催する。 
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（平成 31事業年度の実施状況） 
 
退院支援看護師育成研修（旧：退院支援ナー

ス育成プログラム（年度計画記載名称から変
更））を継続しており、修了者の人数は、アド
バンスコース１回目が 23名、２回目が 25名で
あった。訪問看護ステーション同行研修は８名
である。訪問看護ステーションの長期研修は、1
名の看護師が参加した。NICU/GCU における退院
支援看護師育成研修（旧：小児在宅移行支援研
修プログラム（年度計画記載名称から変更））
を 10 月 19日、20日に実施し院内４名、院外 14
名参加した。 
 「高齢者・認知症看護の教育プログラム」 に
ついては、急性期病院の看護師が行う認知症ケ
アを焦点に検討している。今年度「認知症高齢
者とのコミュニケーションの基本」についてセ
ミナーを開催し、69名が参加した。 
医療安全管理部、医療機器安全管理作業部会

及び臨床工学室が協働し、「ＭＥ機器安全使用
セミナー」を開催した。正しい酸素療法、「輸
液ポンプ・シリンジポンプ」及び「除細動器」
の基本構造や原理、使用方法、注意点等の理解
向上を図った。 
【参加人数】５月 20日：206 名、５月 27日：
165名、５月 31 日：137名、12月５日：６名、
１月９日：182名、別途、e-ラーニングでの受
講も可能としている。 

 

《17－１》 
急性期病院として、リスクの特に高い患者に対し、質の高

い医療を提供するため、救急・災害医療の机上シミュレーシ
ョンキットを使用したトレーニングプログラム等の教育プ
ログラムを作成し、専門部隊型チーム医療を推進する人材を
養成する。また、院内各診療科・部門・医療スタッフとの情
報・課題等が共有できる環境を整備し、医療従事者の負担軽
減や医療安全体制を強化する。 

 

Ⅲ 

（平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
医療従事者の負担軽減及び医療安全の強化を

目的とした、多職種からなる「病院職種間協働
推進検討委員会」において策定した「医師を含
む医療スタッフの負担軽減計画」に基づき、病
院スタッフ増員等により、医師の負担軽減を推
進した。 
クラウド型遠隔医療を介して道北・道東の医

療機関から相談を受けた心臓血管救急症例は、
平成 28、29、30年度はそれぞれ 19例、45例、
19 例となっており、うち急性大動脈解離や大動
脈瘤破裂といった難易度の高い治療を含む 50 例
に緊急手術が実施され、広域にわたるネットワ
ークを通じて、道北・道東の心血管救急医療に
貢献し、特定機能病院の役割を果たした。腹部
大動脈瘤破裂においては、door to operation 
time中央値 37分を達成し、システム導入前の
約 1/3に短縮したことで、心血管救急における
クラウド型遠隔医療の有用性を立証した。 
PDCAサイクルの手法を取り入れた災害医療訓

練を毎年実施するとともに、災害発生時に対応
できる人材を育成するため、国立大学附属病院

医療従事者の負担軽減及び医療安
全の強化を目的とした、多職種から
なる「病院職種間協働推進検討委員
会」において策定した「医師を含む
医療スタッフの負担軽減計画」に基
づき、タスクシフト推進や病院スタ
ッフ増員により、医師の負担軽減を
推進する。 
クラウド型遠隔医療が地方にも認

知され広域の救命救急に役立ってい
ることから、令和２年度以降、連携
地方病院の追加を行ってさらなる地
域医療の充実を図る。加えて、診療
科を心臓血管外科のみでなく、脳神
経外科や救急科での活用普及を目指
すとともに、新たに小児外科への応
用を開始して、小児内科医が外科医
に相談しやすい環境を提供する。 
 PDCA サイクルの手法を取り入れた
災害医療訓練を引き続き実施すると
ともに、外部機関が主催する研修会
へ参加することにより、災害に的確
な対処ができる人材を養成する。 
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災害対策相互訪問事業や北海道原子力防災訓練
に継続して参加した。 
医療安全体制及び医薬品安全管理体制強化の

ために、平成 30年４月から医療安全管理部へ専
従医師１名及び専任薬剤１名を増員配置した。 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
医師の負担軽減・処遇改善を図るため、５月

に、多職種からなる「病院職種間協働推進検討
委員会」において、「病院勤務医の負担の軽減
及び処遇の改善に資する計画」を策定した。計
画の一環である、ドクターズアシスタントの配
置の拡大について検討した結果、来年度、新た
に 25 名の増員が決定され、そのうち前倒しで、
従来未配置の部署へ２名配置し、医師の負担軽
減を推進することができた。 
  クラウド型遠隔医療システムを利用した遠隔
医療相談は、令和元年度 48 例を数え、地方中核
病院との連携深化を背景に過去最高例数を記録
した。48 例中 34例が緊急搬送の対象となり、
うち 21例（急性大動脈解離９例、大動脈瘤破裂
３例を含む）に即日緊急手術を実施した。一
方、14例は緊急搬送の必要なしと判断し、地方
での加療・経過観察のアドバイスを行った。専
門医不在の遠隔地での同システムの活用が定着
し、広域における心臓大血管緊症例の救命に貢
献しているとともに、不要不急の搬送回避にも
役立っていると考えている。 
11 月に旭川赤十字病院、名寄市立総合病院、

社会福祉法人北海道社会事業協会富良野病院の
災害医療派遣チーム（DMAT）と合同で、旭川空
港での墜落事故を想定した、道北地区 DMAT合同
訓練（机上訓練）を本院病院会議室で実施し
た。本学の災害対策マニュアル及び病院 BCPに
基づいた本訓練には、本学職員約 50名に加え、
他医療機関等から約 40名が参加した。被害状況
の情報収集や関係機関との連絡調整等を進める
本部プレーヤーの動きをファシリテーター役が
細かく観察し、足りない部分等について助言を
行うとともに、訓練後には参加者全員で振り返
りを行うことで、今回の工夫点・反省点を共通
認識とすることができた。 
令和元年度北海道原子力防災訓練原子力災害 

医療活動（避難退域時検査・安定ヨウソ剤緊急
配布）訓練」に看護師１名と技術専門職員１名
が参加した。（２月） 
医薬品安全管理体制強化のために、薬剤師の
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専従配置について検討を進め、令和２年度より
配置することが決定した。 

《17－２》 
診療情報の共有による病病連携及び病診連携を強化する

ため、地域医療連携ネットワークを活用した組織的な支援体
制を充実し、紹介率 80％程度、逆紹介率 70％程度を達成す
る。 

 

Ⅲ 

（平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
地域医療ネットワーク（たいせつ安心ｉネッ

ト）の利用促進について院内での広報等を実施
し、登録患者数を年々拡大してきた。登録患者
数の拡大に伴い、紹介・逆紹介・転院等に伴う
診療情報共有の推進が図られており、地域医療
機関でも活発に活用されている。 
また、地域医療連携室の事務職員及び MSW

（医療ソーシャルワーカー）が増員され、完全
予約制や逆紹介の推進、退院支援、２人かかり
つけ医制等による病院機能強化の検討ととも
に、実施に向けた体制の整備が行われた。 

地域医療連携ネットワークを活用
した地域の医療機関との連携体制を
充実させ、２人かかりつけ医制の推
進を図る。 
２人かかりつけ医制及び逆紹介、完
全予約制の推進を通し、地域におけ
る病院機能の適切な分担と強化を目
指し、さらなる体制の整備等を検討
する。 

（平成 31事業年度の実施状況） 
  
令和元年度末の地域医療連携ネットワークで

の公開患者数は延べ 3,800人を超え、病病連携
及び病診連携推進の一端を担っている。地域医
療連携室で現在着手しているかかりつけ医の推
進やタスクフォースで議論されている逆紹介の
推進においても、地域医療連携ネットワーク活
用の可能性を検討し、より一層の活用を予定し
ている。 
かかりつけ医の推進については、通院患者へ

のアンケート調査を実施し、1,510名から回答
が得られ、そのうち半数近くが当院をかかりつ
け医として考えていたため、２人かかりつけ医
制と専門的な介入担当の設置を検討した。ま
た、今年度は地域の医療機関 115施設と連携協
定を締結し、病病連携及び病診連携の強化を進
めた。 
地域医療連携室の体制としては、４月から精

神保健福祉士１名を増員し、精神保健福祉に係
る体制を強化した。また、他医療機関の視察を
実施し、入院前から MSWが介入することの必要
性を考え、入退院センターへの MSW の配置を検
討した。さらに、生体腎移植にかかる支援を行
い、５例の移植実施に貢献した。外来予約担当
においては、逆紹介時の他医療機関と患者との
調整業務や他医療機関との対応業務等を積極的
に行った。 
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《17－３》 
医療の質・安全の向上のため、クオリティ・インジケータ

ー（医療の質指標）を測定・分析し、他機関との比較による
課題抽出や業務改善に向けた研修会などを開催するととも
に、ISO15189等の外部評価による認証を平成 33年度までに
取得する。 

Ⅲ 

（平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
  
国立大学附属病院長会議が定める「病院評価指
標」の各指標項目について、直近５年分の数値
に基づく自己点検評価の記載を取りまとめ、病
院長補佐会議、病院運営委員会において毎年報
告し、現状を周知するとともに、病院ホームペ
ージにおいて公開している。また、他大学との
比較については、本院の現状を確認し、病院長
補佐会議、病院運営委員会において報告してい
る。また、平成 29 年度分から、国立大学附属病
院長会議で定めている全ての項目を公開すべ
く、数値等を取りまとめホームページへアップ
している。 
ISO15189 の認定取得に向けて、臨床検査・輸血
部内のワーキンググループは、訪問審査時に必
要となる手順書等の作成を行うとともに、臨床
検査に係る品質・精度管理を強化することによ
って、受審体制の環境整備を推進してきた。 

クオリティ・インジケーターに設
定した評価項目について、経年変化
を可視化し医療の質と安全の向上に
対する取組の推移を把握するととも
に、他機関との比較から、本院にお
ける現状と課題・役割を把握し、地
域性を考慮した実現可能な施策を行
う。 

ISO15189 の認定取得に向け、令和
２年度は臨床検査・輸血部において
４月～５月に、３月に行った内部監
査の実施報告書に基づいて是正処置
を進め、マネジメントレビューを実
施する予定である。準備活動がほぼ
終われば５月頃にコンサルタントに
よる模擬監査を行いその結果を踏ま
えさらに是正を行い、申請書を作成
し、６月頃に申請、９月ごろに本審
査、令和３年１月頃に認定へと進む
予定である。 
病理部は令和２年度に項目別 SOP

の作成と品質マニュアルをはじめと
した各種手順書の理解を進め、また
記録類の作成準備を進める予定であ
る。手順書の修正、手順書に定めら
れた記録の作成を進め、令和３年度
に病理部として申請、本審査受診、
認定を得る予定である。 
 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
国立大学附属病院長会議が定める「病院評価

指標」の各指標項目について、直近５年分の数
値に基づく自己点検評価の記載を取りまとめ、
病院長補佐会議、病院運営委員会において報告
し、現状を周知するとともに、病院ホームペー
ジにおいて公開している（平成 30年度分につい
ては、担当部署に自己点検評価を依頼し、全て
の回答が集まり、国立大学病院データベースセ
ンター公表の平成 30年度病院機能評価指標調査
結果との比較も終え、病院長補佐会議で結果を
報告し、令和２年上半期にホームページに掲載
予定である。）。また、他機関との比較につい
ては、国立大学附属病院長会議から配信される
調査結果報告を基に本院の強みと弱みがわかる
よう分析と把握に努めている。また、結果につ
いては、病院長補佐会議、病院運営委員会等に
おいて報告しており、昨年度分についても、集
計を終え令和２年４月に病院評価指標の自己点
検評価の結果とともに報告予定である。 
ISO15189 の認定取得に向けて、臨床検査・輸

血部内のワーキンググループは、訪問審査時に
必要となる管理手順書等の作成を継続し、コン
サルタントに齟齬を確認してもらい、12月時点
で 100％の管理手順書を整備するとともに、項
目別 SOP を、２月までに整備した。これらの整
備により検査に係る品質・精度管理をさらに強
化し、３月には、臨床検査・輸血部内の内部監
査等を通じて管理手順書や項目別 SOPの不都合
の改訂を行っている。PDCAサイクルを円滑に
し、２月より QMS（Quality Management 
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System）会議を開催する等の運営改善を図って
おり、引き続き受審体制の環境整備を推進す
る。 

《17－４》 
経営基盤を強化するため、国立大学病院管理会計システム

（HOMAS2）等による収支状況の分析を踏まえ、診療報酬制度
に対応した増収対策やコスト縮減等の経営戦略を策定し、計
画的に実施する。 
また、経営状態を細部にわたって把握・分析するため、各

診療科に配置された経営担当医長を中心とした管理体制を
構築するとともに、各診療科等との病院長ヒアリングを充実
させる。 

 

Ⅲ 

（平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
収支改善及び診療の効率化に向け、医療コン

サルティングの学長特別補佐や事務局が診療科
をラウンドし、国立大学病院管理会計システム
の活用及び DPC データの分析による現状の問題
点や改善点の共有を図り、各診療科で取組を進
めた結果、平成 29 年度は外来及び入院の診療単
価が増加するなど増収となった。 
 平成 30年度は、診療報酬改定により、機能評
価係数Ⅰ及びⅡが上位の係数を維持できたこと
などから、前年度と比較し、10億円程度の増収
となった。 
 また、病院全体の増収対策へつなげるため、
診療科の病棟医長等に対して病院長ヒアリング
を実施し、現状の分析及び今後の改善点等につ
いて情報共有を図った。 

令和２年度の診療報酬改定の情報
を分析・検討して診療科ごとの増収
策を各医長等へ適切に提供する。ま
た、必要に応じて診療科ヒアリング
を行い、効率的な運営ができるよう
各ベンチマークの情報提供とサポー
トを引き続き行い、病院全体の増収
対策へつなげる。 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
病院長ヒアリングは、12月までに 13診療科

と行った。また、昨年度ヒアリングした３診療
科のフォローアップも行った。３月までの実績
では、平成 30年と比較して適正な入院期間を表
す指標である DPC入院期間Ⅱ越えの割合が
37.5％から 34.6％へ改善が見られた。その結
果、１日あたり入院単価も 82,947円から
85,521円へと増加した。 

《18－１》 
地域がん診療連携拠点病院・肝疾患診療連携拠点病院など

の地域医療水準の標準化を図るため、医療関係者や住民に対
して拠点病院機能を生かした講習会や研修会を開催するな
ど最新の医療情報を提供する機会を増やす。 
また、地域連携パスを推進するため、地域医療に係る連携

パス協議会等に積極的に参画する支援体制を整備し、地域の
医療機関等との連携協力体制を強化する。 

 
Ⅲ 

（平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
全てのがん診療に携わる医師が緩和ケアにつ

いての基本的な知識を習得するための緩和ケア
研修会を毎年度、継続的に開催することによ
り、受講率 90％台を維持することができた。 
また、地域のがん診療水準及び肝疾患診療水

準の向上に関する普及啓発を推進するため、市
民公開講座等を毎年度、継続的に開催した。 
北海道がん診療連携協議会の地域連携クリテ

ィカルパス部会（20医療機関参加）の部会長病
院として、道内の協力病院におけるクリティカ
ルパスの運用状況について調査し、情報共有を
行った。 
また、「大腿骨骨折の地域連携クリティカル

パス」（年３回開催、４医療機関参加）、「脳
卒中の地域連携クリティカルパス」（年２回開
催、16医療機関参加）について、協力医療機関
と定期的に協議会を開催するなどし、連携強化
に努めた。 

全てのがん診療に携わる医師が緩
和ケアに関する基本的な知識を習得
することを目的とした緩和ケア研修
会を開催するにあたり、未受講者へ
の周知を積極的に行い、引き続き受
講率 90％台を維持する。 
また、地域のがん診療水準及び肝

疾患診療水準の向上に関する普及啓
発を推進するため、市民公開講座等
を引き続き開催するとともに、小学
校で開催される「がん教育出前講
座」に講師を派遣し、がんに関する
正しい知識の普及を図る。 
地域連携パスの充実及びその推進

については、「北海道がん診療連携
協議会地域連携クリティカルパス部
会」の運営を引き続き担当する。ま
た、地域医療に係る連携パス協議会
（大腿骨骨折・脳卒中）へ積極的に
参画し、地域の医療機関等との連携
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 体制を一層強化する。 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
11 月に本院主催の緩和ケア研修会を開催し、

医師 41名、その他の職種６名の合わせて 47 名
の参加があり、その結果、受講率 90％台
（90.2％）を維持することができた。  
「地域がん診療連携拠点病院」として、地域

のがん診療水準の向上に関する普及啓発を推進
するため、医療者向けセミナー及び市民公開講
座等を引き続き開催した。 
・地域がん診療連携拠点病院研修会(富良野協 
会病院）11月 19日（42名参加） 

・市民公開講座（旭川市内がん診療連携拠点
病院３病院合同）11月 23日（173名参加）  

・市民公開講座（当院単独開催） ２月 15 日 
（50名参加 ） 

・出前講座（愛別町立愛別小学校）１月 22日 
「肝疾患診療連携拠点病院」としても、肝
臓病教室の開催等、地域医療の拠点として
活動を行っている。（19名参加） 

・市民公開講座（肝臓病教室 in 富良野）６月
29 日（58名参加） 

・肝臓病教室（４回開催、204名参加） 
・肝臓病家族支援講座（１回開催、30名参 
加） 

・医療従事者研修会（５回開催、174名参 
加） 

北海道がん診療連携協議会の地域連携クリテ
ィカルパス部会（20医療機関参加）の部会長病
院として、道内の協力病院におけるクリティカ
ルパスの運用状況について調査し、情報共有を
行った。 
また、「大腿骨骨折の地域連携クリティカル

パス」（年３回開催、４医療機関参加）、「脳
卒中の地域連携クリティカルパス」（年２回開
催、16医療機関参加）について、協力医療機関
と定期的に協議会を開催するなどし、連携強化
に努めた。 

《18－２》 
地域の救急や災害に対する将来的な医療需要に対応する

ため、研修を活用して DMAT（Disaster Medical Assistance 
Team  災害派遣医療チーム）隊員を養成し、地域単位で DMAT

Ⅲ 

（平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
  
DMAT（Disaster Medical Assistance Team 災

害派遣医療チーム）隊員養成のための研修に参
加し、医師７名、看護師５名、業務調整員１名

DMAT隊員養成のために災害医療従
事者研修（日本 DMAT隊員養成研
修）に引き続き参加し、人員を充実
させる。   
また、国や北海道が実施する大規
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を編成する体制を構築することによって、地域の救急医療に
対し人材派遣による支援を行うとともに、地方公共団体等の
関係機関と連携して災害訓練を実施し、高度急性期医療機能
を強化する。 

を日本 DMAT 隊員もしくは北海道 DMAT 隊員とし
て養成することができた。 
また、災害対応に必要な能力の習得・向上・

維持を目的とした、国立大学附属病院大学病院
災害管理技能者養成研修会へ参加し、災害時に
おいても活躍できる質の高い医療者を養成し
た。 
さらに、地方公共団体等との連絡体制の整備

を継続するため、北海道 DMAT 連絡協議会等へ参
加した。 

模地震時医療活動訓練、DMAT 実働訓
練等へ DMAT 隊員を派遣し、大規模
災害発災時における防災関係機関の
相互連携の強化を図る。さらに、北
海道 DMAT連絡協議会等へ参加する
ことにより、地方公共団体等との連
絡体制の整備を継続する。 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
DMAT隊員養成のための研修に参加し、８月に

医師１名を北海道 DMAT隊員として養成すること
ができた。また、特に隊員数が不足していた業
務調整員２名を北海道 DMAT 隊員として養成する
とともに、11月には、さらに１名日本 DMAT 隊
員として養成し、DMAT 隊を編成するにあたり、
体制の充実を図った。 
11月 16日から 17日に実施された北海道 DMAT

実動訓練へ、本院から DMAT１隊を派遣し、防災
関係機関の相互連携の強化を図った。 
北海道 DMAT 連絡協議会は、新型コロナウイル

ス感染対策のため開催を中止した。 
《19－１》 
臨床研究支援センターを中核として、データ品質が保証さ

れた医薬品、医療機器、体外診断薬などの創出を目指す臨床
研究の支援を行い、教育研究推進センターと既に進行中の
「橋渡し研究加速ネットワークプロジェクト」の連携支援体
制を定着させる。 

 

Ⅲ 

（平成 28～30事業年度の実施状況概略） 
 
平成 28年６月、臨床研究支援センターが担う

べき臨床研究支援業務を開始し、同年 10月に臨
床研究支援センター規程の改正及び組織再編を
行った。平成 30年度には、臨床研究支援体制の
強化として、臨床研究支援センター所属の非常
勤雇用であった臨床研究コーディネーター５名
のうち４名を常勤雇用としたほか、CRC（治験コ
ーディネーター）研修会等の参加、CRC 関連資
格の取得による専門性の向上を図るなど、臨床
研究支援体制を強化した。 

臨床研究支援センターは、教育研
究推進センターとの連携を促進し、
橋渡し研究から発展するシーズ研究
の活性化を図るとともに、治験及び
特定臨床研究推進のための支援体制
を強化する。 

（平成 31事業年度の実施状況） 
 
教育研究推進センターとの連携により、橋渡

し研究から発展した研究シーズの研究責任者が
実施する医師主導治験１件の支援を開始した。  
また、特定臨床研究２件について、新規に支

援を開始した。 
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○教育研究等の質の向上に関する全体的な状況について 

 

○医育統合センターの設置 

 入学者選抜から学部教育、卒後臨床研修に至る教育指導にかかる連携強化を

目的として入学センター、教育センター、卒後臨床研修センター及び専門医育

成・管理センターの機能を有機的に結合することを使命とする医育統合センタ

ーを平成 31 年４月に新設し、令和元年５月に専任教授を配置した。 

 

○教学 IR 

医学科の入試区分と学生成績の関連を分析した。 

医学科の入試選抜方法と初期臨床研修先の関連を分析した（平成 30年度分、令

和元年度分）。 

 

○医学科卒業生調査 

第１回調査の実施と第２回調査の計画策定のため、「卒業生調査ワーキンググ

ループ会議」を８回開催した。 

ワーキンググループ会議の決定に基づき、５月に医学科同窓会へ学長名で協

力依頼文を出し、同窓会幹事会の了承を得た。 

第１回調査については、卒業生への周知チラシ配布（同窓会 40周年記念事業）

や IR 室 HPへの掲載により回収率向上を図った。調査期間は令和元年 12 月５日

から令和２年１月 31日までとし、調査書類送付数：3,675、回答数：712(Web 回

答数：114、紙媒体回答数：598)、実質回答率：21.7％という結果を得た。 

第２回調査については、調査の方法・内容を検討し調査票案をまとめた。 

 

○LMS（学修管理システム manaba）のセミナー開催 

平成 31年４月 17日及び令和元年５月 17日に教職員向けのハンズオンセミナ

ーを開催した。 

また、LMS運用に伴い記録した質疑応答及び障害対応等については、一覧表に

とりまとめ教職員に周知した。 

令和２年３月には新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、令和２年度授業

開始の延期を決定した。授業開始の見通しが不明のため、教職員には LMS 操作

の習熟度向上を依頼し、翌月に FDを複数回実施することとした。 

 

○附属病院について 
１．評価の共通の観点に係る取組状況 
（１）質の高い医療人育成や臨床研究の推進等、教育・研究機能の向上のため

に必要な取組が行われているか（教育・研究面の観点） 
 
【臨床研究支援体制の整備】 
臨床研究支援センター職員の雇用形態変更や、専任の副センター長・准教授の

新たな配置により、臨床研究支援体制の整備を進めた。 
 
【卒後臨床研修センターの環境整備等】 
 初期臨床研修プログラムを適切に運用し、必要に応じて改善を行った。 
 また、学生へのアンケート調査を行うなどし、募集定員の調整枠獲得に努め、
地域枠学生を含む本院プログラム希望者に十分対応し得る定員を確保した。 
 研修医の増員に伴い、研修医室を拡張し、座席やロッカーを増設する等の環境
整備を行った。 
 
【新専門医制度への対応】 
 専門医育成・管理センターを平成 29 年度に設置以降、新たに開始された新専
門医制度への対応（プログラムの広報活動など）に当たった。 
 特に、病院としての対応が必要とされる内科領域においては、必須化されてい
る JMECC（内科救急・ICLS講習会）の開催や、研修評価システムの管理業務に携
わった。 
 
（２）大学病院として質の高い医療の提供のために必要な取組が行われている

か（診療面の観点） 
 
【遠隔医療の実施】 
道内を中心に、国内 50、国外９（４ヵ国）の医療機関と遠隔医療ネットワー

クを形成しており、リアルタイムでの遠隔医療（診療・手術の指導や術中迅速病
理組織診断等）及び非リアルタイムでの遠隔医療（MRI・CT・X 線などの遠隔画
像診断等）を継続している。 
遠隔医療の稼働実績（年平均）は、眼科等の一般診療支援が 703件、遠隔画像

診断（MRICT・X線）が 5,249 件、術中迅速病理組織診断が 17件で、合計 5,969
件である。 
平成 28年度から、インターネット上のクラウドに送られてきた患者情報を当

院の専門医がスマートフォンで閲覧し、診断や治療方針のアドバイス、当院への
救急搬送の必要性の有無の判断などを行う「クラウド型救急医療連携支援事業」
を実施している。 
 
【患者サービスの充実】 
○院内コンサート 
・本学医学部の学生サークルに玄関ホールを開放し、コンサートを定期的に開 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項 
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催している。 
・玄関ホールにおいて、クリスマスイベントとして、シンガーソングライターを 
招いて、ピアノ弾き語りコンサートを行った。 

○クリニクラウン 
・小児病棟・周産母子センターを対象に、クリニクラウン（臨床道化師）による 
病棟訪問を実施した。 

○時季イベント等 
・NPO法人による「サンタ・ラン」イベントに協賛し、小児科病棟の入院患者に 
クリスマスプレゼントが贈られた。 

・病院長サンタから、小児科病棟の入院患者にクリスマスプレゼントが贈られ 
た。 

・小児科病棟を対象としたクリスマスイルミネーションを設置した。 
・端午の節句…鯉のぼりの設置 
・七夕（旧暦）…笹竹の設置(短冊飾り) 
・桃の節句…お雛様飾り 
〇病院ライブラリー主催イベント 
・折り紙を使った創作イベントや読み聞かせ等の多様なイベントを開催した。 
 
【がん等の医療の充実】 
がん診療連携拠点病院として地域のがん相談機能の強化を目的に設置したが

ん相談支援室において、電話または面談にて相談に対応した。 
がん患者や家族が、親睦を図り交流をする場を提供するため、平成 22 年度に 

設置したがん患者サロン「ほっとピア」を月２回のペースで開催し、がん診療に
関する情報提供を行う目的の「ほっとピアセミナー」を開催した。 
就労世代の患者が病気を理由に離職することなく、治療と職業生活を両立で

きるよう、がん相談支援センターとハローワーク旭川による、がん患者のための
就労支援「ジョブサポート」を引き続き実施した。 
患者等へのがん診療に関する情報提供を目的として、旭川市内のがん診療連

携拠点病院３病院合同による公開講座を開催した。 
患者等へのがん診療に関する情報提供を目的として、当院主催の市民公開講

座を開催した。 
上川地方の医療従事者を対象に緩和ケアに関する研修会「北海道緩和ケア研

修会」を開催した。 
上川北部地域の医療従事者を対象とした、がん診断や治療等に関する研修会

を士別市立病院、富良野協会病院との共催で開催した。 

 

【職種間協働】 
多職種による協働の推進、医療職者の負担軽減について、「病院職種間協働推

進検討委員会」で検討し、今年度の実施計画の策定を行い、今後、当該実施計画
に対する評価を行う。 
 

【８K 内視鏡を用いた腹腔鏡手術システムの導入】 

平成 30年 12月に、国内初となる８K内視鏡を用いた腹腔鏡手術システムを導
入し、これまでのハイビジョンより 16 倍鮮明な腹腔鏡を用いた直腸手術や肝臓
手術を行った。これにより、確実で安全な手術の施行が可能になった。 
 
【地域医療の充実に向けた取組】 
〇地域医療ネットワーク 
地域医療ネットワーク（たいせつ安心ｉネット）の利用促進について院内での

広報等を実施し、登録患者数を年々拡大してきた。登録患者数の拡大に伴い、紹
介・逆紹介・転院等に伴う診療情報共有の推進が図られており、地域医療機関で
も活発に活用されている。 
また、地域の医療機関 115 施設との連携協定を締結し、病病連携及び病診連

携の充実を図っている。 
地域医療連携室の事務職員及び MSW が増員され、完全予約制や逆紹介の推進、

退院支援、２人かかりつけ医制等による病院機能強化の検討とともに、実施に向
けた体制の整備を行った。 
〇地域連携クリティカルパス 
北海道がん診療連携協議会の地域連携クリティカルパス部会（20 医療機関参

加）の部会長病院として、道内の協力病院におけるクリティカルパスの運用状況
について調査し、情報共有を行った。 
また、「大腿骨骨折の地域連携クリティカルパス」（年３回開催、４医療機関

参加）、「脳卒中の地域連携クリティカルパス」（年２回開催、16 医療機関参
加）について、協力医療機関と定期的に協議会を開催するなどし、連携強化に努
めた。 

 
【災害医療の充実に向けた取組】 
平成 29年度に近隣空港で航空機の事故を想定した大規模総合訓練（旭川空港

航空機災害消火救難活動訓練）に救護班として医師２名、看護師２名が参加し、
関係機関との事故発生時の対応の確認と連携を強化した。 
 
【国際医療対応】 
 平成 31年４月より外国人患者対応のために、総合案内に通訳者 1 名を配置し
た。 
 また、平成 29 年９月からタブレット型端末による機械翻訳及び通訳オペレー
ターを介した通訳サービスを導入したことに加え、令和２年３月にはオペレー
ター不要の通訳端末（ポケトーク）も 6台導入した。 
 令和元年９月に外国人患者受入れに適した医療機関として、受入れ体制や取
組みを評価する『ジャパン インターナショナル ホスピタルズ』による認定を取
得した。 
 また、平成 29年度から毎年、外務省が実施する「北方四島住民支援事業」に
より、北方領土在住のロシア人患者を受入れ、入院治療や外来治療を行った。 
 
【病院総合案内にコンシェルジュ配置】 
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患者サービス及び接遇の質の向上を目的として、病院事務部職員が当番制に
より担当していた総合受付・案内業務を、平成 29 年４月からコンシェルジュを
採用し専任化した。病院事務部職員の当番業務の負担が無くなり、また、専任化
することにより患者対応が均一化され、きめ細やかな患者サービスの提供が可
能となった。 
 
（３）継続的・安定的な病院運営のために必要な取組が行われているか（運営

面の観点） 
 
【モバイル遠隔医療の推進】 

平成 28年度から開始した「クラウド型救急医療連携支援事業」において、ス
マートフォンなどのモバイル端末が遠隔医療に有用であること、また、医師間の
コミュニケーションが活発化し、業務効率も向上することを明らかにした。平成
30 年度から、研修医を含む全医師にスマートフォンを配付し、クラウドを介し
て地方病院を支援するモバイル遠隔医療の推進および当院患者へのサービスの
更なる向上を目的とした医師同士の診療情報の共有化を行った。また、業務用
SNSを活用し、当院スタッフ間のコミュニケーション活発化による院内業務の効
率向上を図っている。 
 
【経営改善】 
経営改善策による効果により、各年度、前年度比で増収が図られ、それによ

り、医療機器の更新についても実施することができた。 
病院長の指示により、学長特別補佐が各診療科と一部中央診療施設の責任者

に対して、外来ラウンドを実施した。現状の診療実績の分析結果と今後の改善点
の情報を共有することができ、外来ラウンドの前後では、外来の診療単価の 500
円程度の増加がみられた。 
病院長の指示により、過去２年間の診療実績をもとに一部診療科の医長に対

して、ヒアリングと意見交換を実施した。現状の診療実績の分析結果と今後の改
善点の情報を共有することができ、入院期間の適正化の分野では、平均在院日数
の短縮を図った。 

平成 30年度から継続している病院長ヒアリングを引き続き各診療科と行い、

平成 29年、30 年の実績をもとに評価、今後の改善点についても DPC コードごと

に分析を行い、問題点を共有することができた。ヒアリングの共通目標となって

いる DPC 入院期間の適正化では、期間Ⅱを超えている症例の割合が減少した。 

 
 
【病院版 BCPの策定】 
平成 30年９月に発生した北海道胆振東部地震の経験を踏まえ、災害等の緊急

事態に遭遇した場合、病院機能の継続あるいは早期復旧を可能とするために、行
うべき活動や方法、手段などの取り決めなどを示した病院版 BCP（事業継続計

画）を策定した。 
 
【地域の医療需要を踏まえた、都道府県等との地域連携強化に向けた取組】 
平成 29年度から毎年、外務省が実施する「北方四島住民支援事業」により、

ロシア人患者を受入れ、入院治療や外来治療を行った。 
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  ※ 財務諸表及び決算報告書を参照    

 

Ⅳ 短期借入金の限度額  

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

１ 短期借入金の限度額 
１，２９６，８５８千円 
 

２ 想定される理由 
   運営費交付金の受入遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借
り入れることが想定されるため。 

１ 短期借入金の限度額 
   １，２９６，８５８千円 
 
２ 想定される理由 
   運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の

発生等により緊急に必要となる対策費とし
て借り入れることが想定されるため。 

 
 
 
 

 
 該当なし 
 
 
 

 

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画  

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

１．重要な財産を譲渡する計画 
該当なし 

 
２．重要な財産を担保に供する計画 

病院の施設・設備の整備に必要となる経
費の長期借入に伴い、本学の土地及び建物
を担保に供する。 

１．重要な財産を譲渡する計画 
該当なし 

 
２．重要な財産を担保に供する計画 

病院の施設・設備の整備に必要となる経
費の長期借入に伴い、本学の土地及び建物
を担保に供する。 

 

１．重要な財産を譲渡する計画 
該当なし 

 
２．重要な財産を担保に供する計画 

病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入
に伴い、本学の土地及び建物を担保に供した。 

 

 
  

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画  
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Ⅵ 剰余金の使途  

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

〇 毎事業年度の決算において剰余金が発生し
た場合は、その全部又は一部を、文部科学大
臣の承認を受けて、以下の使途に充てる。 

（１） 教育・研究及び医療の質の向上（施設・
設備の充実、要員等の整備） 

（２） 組織運営の改善 
（３） 若手教職員の育成 
（４） 学生及び留学生等に対する支援 
（５） 国際交流の推進 
（６） 産学官連携及び社会との連携の推進 
（７） 福利厚生の充実 
 

〇 毎事業年度の決算において剰余金が発生し
た場合は、その全部又は一部を、文部科学大
臣の承認を受けて、以下の使途に充てる。 

（１）教育・研究及び医療の質の向上（施設・設
備の充実、要員等の整備） 

（２）組織運営の改善 
（３）若手教職員の育成 
（４）学生及び留学生等に対する支援 
（５）国際交流の推進 
（６）産学官連携及び社会との連携の推進 
（７）福利厚生の充実 
 

 
 該当なし 
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Ⅶ そ の 他   １ 施設・設備に関する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

 

施設･設備の内容 
予定額 

（百万円） 
財  源 

小規模改修 

 

総 額 

204 

 

(独)大学改革支援・

学位授与機構施設費

交付金 

（204） 

 

 
注１）施設・設備の内容、金額については見込みで

あり、中期目標を達成するために必要な業務の
実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽
度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加さ
れることもある。 

注２）小規模改修について平成 28 年度以降は平成
27 年度同額として試算している。 
なお、各事業年度の施設整備費補助金、（独）

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金、長
期借入金については、事業の進展等により所要
額の変動が予想されるため、具体的な額につい
ては、各事業年度の予算編成過程等において決
定される。 
 

 

施設・設備の内容 
予定額 

(百万円) 
財  源 

 
・動物実験施設改修 
・基幹環境整備（病
棟無停電電源設備
等更新） 

・動物実験飼育シス
テム 

・MRI診断システム 
・多目的イメージン
グシステム 

・手術支援システム 
・小規模改修 
 

 

 

総 額 

1,545 

 

 

 
 
施設整備費補助金 

（574） 
 
長期借入金 

（948） 
 
(独)大学改革支援･
学位授与機構施設
費交付金 

（23） 

 
注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状
況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等
を勘案した施設・設備の改修等が追加されること
もあり得る。 

 

施設・設備の内容 
決定額 

(百万円) 
財  源 

 
・動物実験施設改修 
・基幹環境整備（病
棟無停電電源設
備等更新） 

・動物実験飼育シス
テム 

・MRI診断システム 
・多目的イメージン 
グシステム 

・手術支援システム 
・小規模改修 

 

 

総 額 

  1,446 

 

 

 
 
施設整備費補助金 

（585） 
 
長期借入金 

（838） 
 
(独)大学改革支援･
学位授与機構施設
費交付金  

（23） 
 

 
 

施設・設備に関する計画の予定額に対する実績額 
を記載してください。 
 
 

 

○ 計画の実施状況等 

 

1.施設整備費補助金により、動物実験施設改修工事（建築、電気、機械）に着手

し、令和２年３月に完了した。なお、改修工法・工事日程の見直しにより補助

金を令和元年度に繰越したため、計画と実績に差異がある。 

2.施設整備費補助金及び長期借入金により基幹整備（病棟無停電電源設備等）工

事に着手し、令和元年 12月に完了した。なお、入札により計画と実績に差異

がある。 

3.施設整備費補助金により、動物実験飼育システム（令和２年３月完了）を整備

した。 

4.長期借入金により、MRI 診断ｼｽﾃﾑ（令和２年３月納品）、多目的ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞｼｽﾃ

ﾑ（令和２年３月納品）、手術支援ｼｽﾃﾑ（令和２年３月納品）を整備した。な

お、入札により計画と実績に差異がある。 

5.（独）大学改革支援・学位授与機構施設費交付金により、病棟重症室空調機改

修工事、病棟手術部自動搬送設備管理用端末取替工事、病棟検査室空調設備改

修工事、病棟手術部医療ガス設備警報ｼｽﾃﾑ更新工事、病院圧縮空気供給装置圧

縮機取替工事に着手し、令和２年１月に完了した。 
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Ⅶ そ の 他   ２ 人事に関する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

１．人事給与制度の改革として、承継職員の教員 10％
に年俸制を適用する。 

 
２．男女共同参画推進のため、平成 33年度までに管
理職の女性比率を 12.5％にする。 

 
 
 
３．専門的な研修への参加、他機関との人事交流及び
社会人等の選考採用により、事務に必要な専門的
知識・能力を有する職員を養成する。 

 
 
 
 
４．経営の健全化に向けて、人件費を、平成 28年度
から３年間において平成 27 年度当初予算に比べ
３％程度削減する。 

 
 

（１）教員に対する新たな年俸制を導入し、新規採
用者等を対象に適用する。 

 
（２）女性職員に対し、係長職への昇任などキャリ

アパスを考慮した人事配置等を進めるととも
に、管理職に登用可能な人材を養成するために
キャリアアップ研修等へ積極的に参加させる。 

 
（３）職員の資質・能力を向上させるため、他機関

との人事交流を行うとともに、専門的な各種研
修へ引き続き参加させ、更に、研修参加者によ
る成果発表会を開催して研修効果を引き続き
確認する。また、専門的知識・能力を有する社
会人を選考採用する。 

 
（４）「第３期中期目標期間中の人事管理に関する

基本方針」に基づいて人件費の管理を行う。 
 

『「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を
達成するための措置」Ｐ12、参照』 
 
 
『「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を
達成するための措置」Ｐ12、参照』 
 
 
 
 
『「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を
達成するための措置」Ｐ16、参照』 
 
 
 
 
 
 
『「(2) 財務内容の改善に関する目標を達成するた
めの措置」Ｐ25、参照』 
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○ 別表１（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充       
足の状況について） 

 
 
学部の学科、研究科の専攻等

名 
収容定員 収容数 定員充足率 

 
 
 
（学士課程） 
 
医学部 医学科 
    看護学科 
 
 
 
 

(a) 
       (人) 
 
 
 
  ７１２ 
  ２５０ 

(b) 
        (人) 

 

 

 

７３３ 
２４３ 

(b)/(a)×100 
        (％) 
 
 
 
 １０２.９ 
  ９７.２ 

学士課程 計  ９６２ ９７６  １０１.５ 

 
 
（修士課程） 
 
医学系研究科 看護系専攻 
 
 
 

 
 
 
 
   ３２ 

 
 
 
 

４５ 

 
 
 
 
 １４０.６ 

修士課程 計   ３２ ４５ １４０.６ 

 
（博士課程） 
 
医学系研究科 医学専攻 
 
 
 
 

 
 
 
  ６０ 

 
 
 

８０ 

 
 
 
 １３３.３ 

博士課程 計   ６０ ８０  １３３.３ 
 

 
 
○ 計画の実施状況等 
 
 

・医学部医学科の収容定員には、２年次編入学分（10人、４月入学）を含む。 

・医学部看護学科の収容定員には、３年次編入学分（10 人、４月入学）を含む。 
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○ 別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について） 

 

学部・ 

研究科等名 

収容定

員 

（Ａ） 

収容数 

（Ｂ） 

 超過率算定

の対象とな

る在学者数 

（Ｌ） 

【(Ｂ)-(D、

E、F、G、I、

K の合計)】 

定員超過率 

（Ｍ） 

(Ｌ)/(Ａ)*100 

外国人 

留学生

数 

（Ｃ） 

左記の外国人留学生のうち 休学者

数 

（Ｇ） 

留年者

数 

（Ｈ） 

 長期履

修学生

数 

（Ｊ） 

 

国費 

留学生

数 

（Ｄ） 

外国政

府派遣

留学生

数（Ｅ） 

大 学 間

交 流 協

定 に 基

づ く 留

学 生 等

数 

（Ｆ） 

左記の留年者

数のうち、修

業年限を超え

る在籍期間が

２年以内の者

の数 

（Ｉ） 

長 期 履

修 学 生

に 係 る

控除数 

（Ｋ） 

 （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％） 

（平成 28年度） 

(学部等) 

医学部 
982 980 0 0 0 0 8 27 2 0 0 970 98.8 

(研究科等) 

医学系研究科 
92 133 6 0 0 0 12 16 16 39 12 92 101.1 

（平成 29年度） 

(学部等) 

医学部 
982 978 0 0 0 0 14 23 2 0 0 962 98.0 

(研究科等) 

医学系研究科 
92 134 5 0 0 0 15 17 15 21 11 93 101.1 

（平成 30年度） 

(学部等) 

医学部 
977 998 0 0 0 0 13 26 0 0 0 985 100.8 

(研究科等) 

医学系研究科 
92 124 2 0 0 0 18 11 10 32 11 85 92.4 

（平成 31年度） 

(学部等) 

医学部 
962 976 0 0 0 0 11 13 1 0 0 964 100.2 

(研究科等) 

医学系研究科 
92 125 2 0 0 0 14 12 11 32 12 88 95.7 

 


